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〔表紙〕　北八ヶ岳ロープウェイ

　北八ヶ岳ロープウェイは、100 人乗りの大型ロー
プウェイで、八ヶ岳の北端に位置する北横岳と縞枯
山の間に架かり、山頂駅の標高は 2,237m になりま
す。山麓駅（標高 1,771m）から約 7 分で上がって
いきます。その間、四季折々の山岳風景を楽しめる
だけでなく、山頂駅にある展望台からは、南アルプ
ス、中央アルプス、北アルプスの日本三大アルプス
を一望できます。また、手軽な散策コースもあり、
高山植物も楽しめます。冬には初心者には、スノー
シューで気軽に歩ける冬山として人気があり、本格
派には、冬山登山として北横岳登山が楽しまれてい
ます。

�（写真提供：GO NAGANO 長野県公式観光サイト）

行政書士倫理綱領
行政書士は、国民と行政とのきずなとして、国民の生活向上と

社会の繁栄進歩に貢献することを使命とする。
１　行政書士は、使命に徹し、名誉を守り、国民の信頼に応える。
２　行政書士は、国民の権利を擁護するとともに義務の履行に寄

与する。
３　行政書士は、法令会則を守り、業務に精通し、公正誠実に職

務を行う。
４　行政書士は、人格を磨き、良識と教養の陶冶を心がける。
５　行政書士は、相互の融和をはかり、信義に反してはならない。
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このたび、長野県行政書士会の会長として 2期目の任を拝命いたしました。これまで「行政
書士制度の発展」と「行政書士の地位向上」を目標に掲げ、デジタル社会への対応としてDX
（デジタルトランスフォーメーション）の推進、本会役員の負担軽減、事務局の強化に尽力し
てまいりました。しかし、ウィズ・コロナという時代の変革期において、より効率的で効果的
な運営の実現には、なお多くの課題が残されていることを痛感しております。
本会は、日行連・日政連と連携し、行政書士法の改正をはじめ、会員管理システムや電子申
請システムの構築を推進し、行政書士の職域確保・拡大に努めてまいります。また、長野県と
の信頼関係を深め、受託業務の確保・拡充にも力を入れていきます。
令和 7年度には、長野会が関地協（1都 10 県）の会長および事務局を務め、各種会議の運
営を担います。さらに、11 月 13 日～ 14 日に長野市で開催される連絡会の主管も務めます。
そのため、執行部・役員・事務局が一丸となり、関地協連絡会の成功に向けて万全の体制で臨
む所存です。関係各位のご理解とご協力を賜りますよう、お願い申し上げます。

1. 行政書士の地位向上に向けた広報活動
行政書士が「地域住民や事業者にとって身近で頼れる相談相手」となるよう、広報活動を強
化します。特に「そうだ、行政書士に相談しよう！」という意識を地域社会に定着させること
が重要です。行政書士は、権利擁護を推進し、「国民の権利利益の実現」に寄与する国家資格
者です。その社会的認知をさらに拡大していきます。

2. 日行連会費値上げと経費節減
令和 9年 4 月 1 日より、単位会が日行連に納める会費が 1人当たり月額 1,000 円から月額
1,500 円に引き上げられることが決定しました。本会としても、経費の節減を通じて事業運営
の最適化を図るとともに、会費の見直しについて慎重に検討を進めてまいります。

3. DX 推進
許認可申請業務の電子化が加速する中、本会はDXの強化を進めていきます。事務局の業務
効率化に加え、行政書士が電子申請に対応し顧客へのサポートを適切に行えるよう研修を通じ
てデジタル化に適応できる体制を整備します。これにより、行政書士の業務の可能性を広げ、

長野県行政書士会
会長就任のご挨拶

長野県行政書士会
会長　和田　英幸
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時代の変化に対応し続ける基盤を整えます。

4. 事業執行体制の見直し
事業の一貫性を持たせるため、担当会長制を導入し、事業計画の着実な実施を図ります。副
会長・各事業部長と連携し、理事会で意見を集約しながら、会全体でバランスの取れた事業運
営を行ってまいります。

5. 事務効率化と事務局体制の強化
業務量の増加に対応するため、オンライン会議の回数を多くし、紙の減量（データへの切り
替え）を進めていきます。また、会議録の整備保管のあり方の見直し、事務局職員の電話によ
る苦情対応により通常事務への負担軽減などの対策を行います。事務局と行政書士が信頼関係
を構築し、協力体制を強化することも重要です。ハラスメント防止や危機管理体制の強化、待
遇改善を通じて、健全な業務環境の確保に努めます。

6. コンプライアンス強化
顧客からの苦情案件が増加している現状を鑑み、会員の皆様にコンプライアンス遵守の徹底
をお願い申し上げます。特に、顧客対応について改めて見直しを行い、より適切な対応が求め
られる場面において、適正なサービスが提供できるよう取り組んでまいります。

7. 被災地支援と社会貢献
行政書士会は、行政と連携し、罹災証明書の発行相談を積極的に行っています。異常気象や
自然災害が頻発する中、日行連は大規模災害発生時の迅速な復興支援を実現するため、内閣府
との支援協定を締結し災害復興支援員の育成と具体的な支援スキームの整備を行っています。
本会も災害復興支援員の登録推進を行い日行連の被災地支援活動に参加していきます。

8. 特定行政書士の実務研修
令和 8年 1月 1日に施行される「行政書士法の一部改正」により、特定行政書士の業務範囲
が拡大します。この改正により、不服申立て手続きの代理件数が増加すると見込まれます。本
会は、日行連（中央研修所）と連携し、実務研修を充実させ、特定行政書士の専門性向上を
図ってまいります。
会員の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げ、2期目のご挨拶といたします。
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定時総会開催報告

令和 7年度定時総会が 5月30日（金）午後 1時より、長野市のホテル国際21で開催されまし
たのでご報告いたします。

1　司　　　　会　藤井総務部員

2　正副議長　議　長　小西　　勝代議員（長野支部）
　　　　　　　副議長　原　　満輝代議員（飯田支部）

3　議事録署名人　藤澤　槙佑代議員（長野支部）、和田　仁代議員（長野支部）

4　議案審議
　第 1号議案　令和 6年度事業報告	 賛成多数により可決承認されました。
　第 2号議案　令和 6年度決算報告	 賛成多数により可決承認されました。
　第 3号議案　欠損処分	 賛成多数により可決承認されました。
　第 4号議案　令和 7年度事業計画（案）	 賛成多数により可決承認されました。
　第 5号議案　令和 7年度予算（案）	 賛成多数により可決承認されました。
　第 6号議案　綱紀委員の選任	 下記の者が選任されました。（敬称略）
　　東信支部　渡邊　博昭　　　　諏訪支部　小口　敬子
　　伊那支部　東谷　龍也　　　　中信支部　松島　茂行
　　長野支部　小林　良美

　第 7号議案　役員の選任	 下記の者が選任されました。（敬称略）

　会　長
　　長野支部　和田　英幸

　�　長野支部和田英幸会員が立候補し、本会会長選任規則第24条に基づき無投票当選によ
り、和田英幸会員が会長に選任されました。

　副会長
　　東信支部　荻原　政吉
　　諏訪支部　上島　　聡
　　伊那支部　二瓶　裕史
　　中信支部　三浦　洋子

　理　事
　　東信支部　土屋　勝浩　栁澤　　誠
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　　諏訪支部　木村　和彦　濵　　靖彦
　　伊那支部　吉田　靖史
　　飯田支部　木下　　茂
　　中信支部　友渕　　大　八幡　徳広　山本　博史　平林　節子
　　長野支部　鈴木　　潤　涌井　史明　良川　泰章　藤澤　槙佑

　監　事
　　飯田支部　宮島　裕一
　　中信支部　小野　清仁

総会 当選証書の交付

和田会長あいさつ 小西議長・原副議長

ご来賓の皆様 懇親会
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令和 7年度

受 賞 者 名 簿
○長野県行政書士会会長表彰状

五　味　直　美（諏訪）　　奈良木　利　邦（中信）　　鈴　木　　　潤（長野）

� 以上　3名

○長野県行政書士会会長感謝状

渡　邊　博　昭（東信）　　本　藤　公　彦（長野）

� 以上　 2名

� ※敬称略、（　）内は、所属支部名

会長表彰状授与（奈良木会員）

受賞者代表謝辞（五味会員）会長表彰状授与（鈴木会員）

会長感謝状授与（渡邊会員）
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役　職 氏　名 〒 事務所所在地 TEL

1 会　長 和田　英幸 387-0011 千曲市杭瀬下三丁目86番地 026-261-3360

2 荻原　政吉 385-0051 佐久市中込3097番地1　ｷﾞﾌﾄｼｮｯﾌﾟ2階北号 0267-78-3320

3 上島　　聡 392-0016 諏訪市大字豊田1531番地11 0266-53-9559

4 二瓶　裕史 396-0014 伊那市狐島3858番地1　信州いなNIHEIﾋﾞﾙ3F 0265-73-6078

5 三浦　洋子 399-0037 松本市村井町西1丁目19番44号 0263-86-8082

6 土屋　勝浩 386-0002 上田市住吉424-8 0268-24-3343

7 栁澤　　誠 386-0024 上田市大手1丁目12番23号　BIG UEDA 0268-27-3180

8 木村　和彦 394-0081 岡谷市長地権現町4-3-37　COCODAKARA内 090-4230-2290

9 濵　　靖彦 391-0002 茅野市塚原二丁目12番2号 0266-72-3064

10 吉田　靖史 399-4117 駒ヶ根市赤穂8829番地１-2F 0265-83-9406

11 木下　　茂 395-0051 飯田市高羽町2丁目5番地10　ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝﾄﾊｲﾂﾏﾙﾔﾏ205号室 0265-22-5603

12 友渕　　大 399-0027 松本市寿南1丁目13番16号 0263-88-3371

13 八幡　徳広 399-0033 松本市大字笹賀5652番地40　大久保事業所2階 0263-50-8901

14 山本　博史 390-0861 松本市蟻ヶ崎一丁目1番27号　蟻ヶ崎ﾋﾞﾙ201 0263-88-3443

15 平林　節子 399-8101 安曇野市三郷明盛1033番地22 0263-77-4964

16 鈴木　　潤 389-1103 長野市豊野町蟹沢2857番地　ｽﾃﾗ103号室 026-405-6636

17 涌井　史明 381-0201 上高井郡小布施町大字小布施2166番地 026-214-3725

18 良川　泰章 381-0031 長野市大字西尾張部288番地7 026-243-7276

19 藤澤　槙佑 380-0813 長野市大字鶴賀緑町1387番地1　正木屋支店ﾋﾞﾙ3F 050-3577-4699

20 宮島　裕一 395-0075 飯田市白山通り2の447 0265-22-6883

21 小野　清仁 399-0002 松本市芳野1-3 0263-27-3180

役　　員　　名　　簿

副会長

理　事

監　事

役　　員　　名　　簿
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支 部 長 名 簿

支 部 名 支 部 長 名 事 務 所 所 在 地

わたなべ ひろあき 〒389-0208 北佐久郡御代田町大字茂沢379番地13
東信支部

渡邊 博昭 （℡ ０２６７－４６－１０５６）

かみじま さとし 〒392-0016 諏訪市大字豊田1531番地11
諏訪支部

上島 聡 （℡ ０２６６－５３－９５５９）

に へい ひろし 〒396-0014 伊那市狐島3858番地1-3F
伊那支部

二瓶 裕史 （℡ ０２６５－７３－６０７８）

きのした しげる 〒395-0051 飯田市高羽町2丁目5番地10-205号室
飯田支部

木下 茂 （℡ ０２６５－２２－５６０３）

みうら ようこ 〒399-0037 松本市村井町西1丁目19番44号
中信支部

三浦 洋子 （℡ ０２６３－８６－８０８２）

わ だ ひでゆき 〒387-0011 千曲市杭瀬下三丁目86番地
長野支部

和田 英幸 （℡ ０２６－２６１－３３６０）

支 部 事 務 局

支 部 名 事 務 局 所 在 地

東信支部 〒384-0808 小諸市御影新田2721-1 WRﾋ゙ ﾙⅢ1階103井出行政書士事務所内 (℡ 0268-25-8720）

諏訪支部 〒392-0022 諏訪市高島一丁目25番14号 ﾌｼﾞﾋﾞﾙ3F 301 (℡ 0266-57-5503)

伊那支部 〒399-4431 伊那市西春近5140-3 (℡ 0265-73-2208)

飯田支部 〒395-0073 飯田市羽場坂町2351-38 原満輝行政書士事務所（℡ 0265-23-2552）

中信支部 〒390-0821 松本市筑摩1丁目20-9 （社会保険労務士ﾅｶｻ゙ ﾜ事務所1階）(℡ 0263-87-3798）

長野支部 〒380-0836 長野市南県町1009-3 長野県行政書士会館2F (℡ 026-229-6388)

支部の名称及び区域

支部の名称 区 域

小諸市、佐久市、北佐久郡、南佐久郡
東 信 支 部

上田市、小県郡、東御市

諏 訪 支 部 岡谷市、諏訪市、茅野市、諏訪郡

伊 那 支 部 伊那市、駒ヶ根市、上伊那郡

飯 田 支 部 飯田市、下伊那郡

中 信 支 部 松本市､ 大町市､ 塩尻市､ 東筑摩郡､ 木曽郡､ 安曇野市､ 北安曇郡

長野市、須坂市、千曲市、上水内郡、埴科郡、上高井郡
長 野 支 部

中野市、飯山市、下高井郡、下水内郡
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令和 7・8年度　各部等担当者（6月27日の合同会議にて）

6 月27日（金）、長野市のホテル国際21において、令和 7年度の各部会等合同会議が開催さ
れました。合同会議に先立ち、理事会が開催され、和田会長より令和 7年度の事業方針が示さ
れました。
会議事項としては、各部長・副部長・部員の選任や長野県行政書士会旅費規程の一部改正に
ついてなどが承認され、即日施行されました。
合同会議では、会長より各部・委員会の部長等に委嘱状が交付され正式に新体制が発足しま
した。各部・委員会の先生方を紹介いたします。

和田会長あいさつ 理事会

各部会・委員会 懇親会

合同会議 国際部会
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令和 7・ 8年度　各部等担当者（6月27日の合同会議にて）
総務部（4名）

和
田
会
長

友
渕
部
長

藤
井
副
部
長

小
山
部
員

小
泉
部
員

環境生安部（4名）

荻
原
副
会
長

和
田
会
長

栁
澤
部
長

和
田
副
部
長

朝
倉
部
員

岡
本
部
員

農林建設部（4名）

上
島
副
会
長

和
田
会
長

藤
森
部
長

藤
澤
部
員

運輸交通部（5名）

上
島
副
会
長

和
田
会
長

中
塚
部
長

原
部
員

山
本
部
員

国際部（5名）

三
浦
副
会
長

吉
田
部
員

和
田
会
長

八
幡
部
長

ダ
グ
ラ
ス
部
員

和
田
部
員

研修部（4名）

荻
原
副
会
長

和
田
会
長

平
林
部
員

鈴
木
部
長

大
澤
副
部
長
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令和 7・ 8年度　各部等担当者（6月27日の合同会議にて）
法務部（4名）

和
田
会
長

木
村
部
長

木
下
副
部
長

藤
井
部
員

ADRセンター（3名）

和
田
会
長

渡
邊
セ
ン
タ
ー
長

深
澤
副
セ
ン
タ
ー
長

涌
井
運
営
委
員

外国人材受入企業サポートセンター（5名）

吉
田
セ
ン
タ
ー
長

三
浦
副
会
長

和
田
会
長

八
幡
副
セ
ン
タ
ー
長

ダ
グ
ラ
ス
部
員

和
田
部
員

広報業務対策部（4名）

濵
部
長

和
田
会
長

井
上
副
部
長

原
部
員

デジタル推進特別委員会（2名）

（
友
渕
委
員
）

（
大
澤
委
員
）

（
朝
倉
委
員
）

和
田
会
長

涌
井
委
員
長

土
屋
副
委
員
長

（
原
委
員
）

綱紀委員会（5名）

東
谷
職
務
代
理
者

和
田
会
長

渡
邉
委
員

小
口
委
員

小
林
副
委
員
長
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外
国
人
材
受
入

デ
ジ
タ
ル
推
進

申
請
取
次

苦
情
対
策

総
務
部

農
林
建
設
部

運
輸
交
通
部

国
際
部

環
境
生
安
部

研
修
部

法
務
部

広
報
業
務
対
策
部

Ａ
Ｄ
Ｒ
セ
ン
タ
ー

企
業
サ
ポ
ー
ト

特
別
委
員
会

綱
紀
委
員
会

監
事

委
員
会

委
員
会

（
４
名
）

（
４
名
）

（
５
名
）

（
５
名
）

（
４
名
）

（
４
名
）

（
４
名
）

（
４
名
）

（
３
名
）

セ
ン
タ
ー
（
５
名
）

（
２
名
）

（
５
名
）

（
２
名
）

（
６
名
）

（
２
名
）

東
　
　
　
信

◎
藤
森
　
啓
志

◎
中
塚
　
千
夏

○
金
井
　
　
剛

◎
栁
澤
　
　
誠

土
屋
　
勝
浩

○
井
上
　
夏
希

◎
渡
邊
　
博
昭

金
井
　
　
剛

○
土
屋
　
　
帝

渡
邊
　
博
昭

金
井
　
　
剛

諏
　
　
　
訪

小
山
　
洋
子

田
村
　
　
文

○
中
村
　
輝
彦

朝
倉
　
祐
作

◎
木
村
　
和
彦

◎
濵
　
　
靖
彦

（
朝
倉
　
祐
作
）

小
口
　
敬
子

○
濵
　
　
靖
彦

伊
　
　
　
那

小
泉
　
明
香

吉
田
　
靖
史

○
大
澤
　
　
剛

◎
吉
田
　
靖
史

（
大
澤
　
　
剛
）

□
東
谷
　
龍
也

吉
田
　
靖
史

飯
　
　
　
田

○
木
場
　
　
聡

原
　
　
満
輝

片
桐
　
博
道

○
木
下
　
　
茂

（
原
　
　
満
輝
）

宮
島
　
裕
一

中
　
　
　
信

◎
友
渕
　
　
大

山
本
　
博
史

◎
八
幡
　
徳
広

岡
本
　
恵
美

平
林
　
節
子

原
　
　
由
美

○
深
澤
和
歌
子

○
八
幡
　
徳
広

(友
渕
　
　
大
)

◎
松
島
　
茂
行

小
野
　
清
仁

八
幡
　
徳
広

◎
友
渕
　
大

ダ
グ
ラ
ス
　
桜

ダ
グ
ラ
ス
　
桜

ダ
グ
ラ
ス
　
桜

長
　
　
　
野

○
藤
井
　
寛
二

藤
澤
　
槙
佑

良
川
　
泰
章

和
田
　
健
太
郎

○
和
田
　
　
仁

◎
鈴
木
　
　
潤

藤
井
　
美
喜

伊
藤
　
安
芸

涌
井
　
史
明

和
田
　
健
太
郎

◎
涌
井
　
史
明

○
小
林
　
良
美

和
田
　
健
太
郎

会
長

副
会
長

副
会
長

副
会
長

副
会
長

副
会
長

副
会
長

会
長

副
会
長

副
会
長

会
長

担
当

和
田
　
英
幸

上
島
　
　
聡

上
島
　
　
聡

三
浦
　
洋
子

荻
原
　
政
吉

荻
原
　
政
吉

二
瓶
　
裕
史

和
田
　
英
幸

二
瓶
　
裕
史

三
浦
　
洋
子

和
田
　
英
幸

（
綱
紀
委
員
長
）

◎
：
部
長
・
委
員
長
・
セ
ン
タ
ー
長

〇
：
副
部
長
・
副
委
員
長
・
副
セ
ン
タ
ー
長

□
：
職
務
代
理
者

長
野
県
行
政
書
士
会
　
令
和
７
・
８
年
度
各
部
等
担
当
者
名
簿

長
野
県
行
政
書
士
会
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令和 7年度日行連定時総会・日政連第45回定期大会が、 6月19日、20日の二日間の日程で、東京プ
リンスホテルの「鳳凰の間」で開催されました。

定時総会に先立ち総務大臣表彰状授与式が行われ、全国から31名の会員の方に村上誠一郎総務大臣
から表彰状が授与されました。

昨年度の事業・決算報告、新年度の事業計画・予算案につ
いては、各単位会の多くの方から質問が寄せられており、執行
部の回答に対しては再質問もなされ、活発な議論が交わされま
した。長野会からは涌井史明理事がデジタル推進本部に対して
「Jグランツの代理申請機能について」の質問と再質問を行いま
した。そして、その後、議案についてはすべて可決承認されま
した。

なお、社会のデジタル化に対応するため「行政書士法の一
部を改正する法律」が議員立法により成立し、令和 7年 6月13
日に公布され、令和 8年 1月 1日より施行されることとなりま
した。士業法で初めて「デジタル社会への対応」の努力義務が
規定されたことになりますが、これは画期的な出来事として会
場はお祝いムードに包まれました。

また、今年度は役員の改選の年となり、日行連の会長選挙
が行われました。 3期 6年を務めた常住豊会長が退任し、会長
選挙には、東京会の宮本重則会員と大阪会の髙尾明仁会員が立
候補して、それぞれの所信表明を行いましたが、選挙の結果、
宮本重則会員が新会長に当選されました。

翌日は定時総会にて新役員候補が発表され、承認された後、
日政連第45回定期大会が開催されました。運動経過報告・決算
報告・令和 7年度の運動方針案・予算案などが審議されました
が、議案はすべて原案どおりに可決・承認されました。

また、今年度は日政連の役員改選の年でもあり、 3期 6年
を務めた井口由美子会長が退任され、新会長には前日行連会長
の常住豊会員が無投票で選任されました。なお、その後、日政
連の新役員の発表があり、長野会の和田英幸会長は副会長に就
任されることとなりました。

今回の日行連定時総会・日政連定期大会においては、悲願としてきた「デジタル社会に機能する行
政書士法の改正」が直前に成立したことが一番の話題となり、会員の皆様から法案成立に尽力された常
住前日行連会長、井口前日政連会長に対して惜しみない拍手が送られました。常住新日政連会長には当
会の和田会長と共に今後も行政書士の地位向上と職域拡大のためのさらなる活動を期待致します。なお、
今回退任された井口前日政連会長は、平成20年に長野会で開催した「第19回全国女性行政書士交流会」
にも参加されており、16年前から面識があるため、「 6年間本当にご苦労様でした。」とお伝えしました。

日行連総会
令和 7年度日行連定時総会・日政連第45回定期大会が開催されました

� 副会長　三浦　洋子

長野会参加者

宮下一郎議員を囲んで
（左から3人目）

井口日政連会長（左）・
杉山日政連副会長（右）と
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業　　務　　資　　料
日行連発第 341 号  

日政連発第 052 号  

令和 7 年 6 月 13 日  

 

各単位会長 様 

各 支 部 長 様 

 

日本行政書士会連合会 

会長 常 住  豊 

日本行政書士政治連盟 

会長  井 口 由美子 

 

 

行政書士法の一部を改正する法律（令和 7 年法律第 65 号）の公布について 

 

平素より日行連並びに日政連の事業推進にご理解ご協力を賜り、厚く御礼申

し上げます。 

令和 7 年 6 月 6 日付け日行連発第 311 号・日政連発第 048 号で報告いたしま

した行政書士法の一部を改正する法律につきまして、総務省より別紙のとおり

連絡がありましたのでお知らせいたします。 

 

 

【別紙】行政書士法の一部を改正する法律の公布について（通知） 

 

以上 

日行連発第 366 号  

日政連発第 055 号  

令和 7 年 6 月 17 日  

各単位会長 様 

各 支 部 長 様 

日本行政書士会連合会 

会長 常 住  豊 

日本行政書士政治連盟 

会長 井口 由美子 

 

 

行政書士法の一部を改正する法律（令和 7 年法律第 65 号）の解説動

画の公開について 

 

 

平素より日行連並びに日政連の事業推進にご理解ご協力を賜り、厚く御礼申

し上げます。 

令和 7 年 6 月 6 日付け日行連発第 311 号・日政連発第 048 号でお知らせいた

しました行政書士法の一部を改正する法律（令和 7 年法律第 65 号）の解説動画

を下記のとおり会員専用サイト「連 con」で公開しましたので、お知らせいたし

ます。 

会員の皆様に周知いただくとともに、特定行政書士法定研修（申込期間を 6

月 30 日まで延長しています。）の受講促進並びに日政連への入会促進に関する

ご協力方、何卒よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

行政書士法の一部を改正する法律（令和 7 年法律第 65 号）の解説動画の公開

について 

https://www.gyosei.or.jp/members/others/20250617-0 

 

 

 

以上 

（日行連会員専用サイト「連 con」）
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行政書士法の一部を改正する法律要綱 

 

一 行政書士の使命 

  行政書士は、その業務を通じて、行政に関する手続の円滑な実施に寄与すると

ともに国民の利便に資し、もって国民の権利利益の実現に資することを使命とす

るものとすること。                     （第１条関係） 

 

二 職責 

 １ 行政書士は、常に品位を保持し、業務に関する法令及び実務に精通して、公

正かつ誠実にその業務を行わなければならないものとすること。 

 ２ 行政書士は、その業務を行うに当たっては、デジタル社会の進展を踏まえ、

情報通信技術の活用その他の取組を通じて、国民の利便の向上及び当該業務の

改善進歩を図るよう努めなければならないものとすること。 

（新第１条の２関係） 

 

三 特定行政書士の業務範囲の拡大 

  特定行政書士が行政庁に対する不服申立ての手続について代理し、及びその手

続について官公署に提出する書類を作成することができる範囲について、行政書

士が「作成した」官公署に提出する書類に係る許認可等に関するものから、行政

書士が「作成することができる」官公署に提出する書類に係る許認可等に関する

ものに拡大すること。           （新第１条の４第１項第２号関係） 

 

四 業務の制限規定の趣旨の明確化 

  行政書士又は行政書士法人でない者による業務の制限規定に、「他人の依頼を受

けいかなる名目によるかを問わず報酬を得て」の文言を加え、その趣旨を明確に

すること。                      （第19条第１項関係） 

 

五 両罰規定の整備 

  行政書士又は行政書士法人でない者による業務の制限違反及び名称の使用制限

違反に対する罰則並びに行政書士法人による義務違反に対する罰則について、両

罰規定を整備すること。                 （第23条の３関係） 

 

六 施行期日等 

 １ この法律は、令和８年１月１日から施行すること。（改正法附則第１条関係） 

 ２ その他所要の規定を整備すること。 
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一 

   行 政 書 士 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 

 行 政 書 士 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。 

 第 一 条 の 見 出 し を 「 （ 行 政 書 士 の 使 命 ） 」 に 改 め 、 同 条 中 「 こ の 法 律 は 、 行 政 書 士 の 制 度 を 定 め 、 そ の 業

務 の 適 正 を 図 る こ と に よ り 」 を 「 行 政 書 士 は 、 そ の 業 務 を 通 じ て 」 に 、 「 目 的 」 を 「 使 命 」 に 改 め る 。 

 第 一 条 の 四 を 第 一 条 の 五 と す る 。 

 第 一 条 の 三 第 一 項 第 二 号 中 「 作 成 し た 」 を 「 作 成 す る こ と が で き る 」 に 改 め 、 同 条 を 第 一 条 の 四 と す る 。 

 第 一 条 の 二 の 前 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 を 第 一 条 の 三 と し 、 同 条 の 前 に 見 出 し と し て 「 （ 業 務 ） 」 を 付 す る 。 

 第 一 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。 

 （ 職 責 ） 

第 一 条 の 二 行 政 書 士 は 、 常 に 品 位 を 保 持 し 、 業 務 に 関 す る 法 令 及 び 実 務 に 精 通 し て 、 公 正 か つ 誠 実 に そ の

業 務 を 行 わ な け れ ば な ら な い 。 

２ 行 政 書 士 は 、 そ の 業 務 を 行 う に 当 た つ て は 、 デ ジ タ ル 社 会 の 進 展 を 踏 ま え 、 情 報 通 信 技 術 の 活 用 そ の 他

の 取 組 を 通 じ て 、 国 民 の 利 便 の 向 上 及 び 当 該 業 務 の 改 善 進 歩 を 図 る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。 

 

  
 

二 

 第 七 条 の 三 第 一 項 中 「 第 一 条 の 三 第 二 項 」 を 「 第 一 条 の 四 第 二 項 」 に 改 め る 。 

 第 十 条 の 見 出 し を 「 （ 信 用 失 墜 行 為 の 禁 止 ） 」 に 改 め 、 同 条 中 「 、 誠 実 に そ の 業 務 を 行 な う と と も に 」 を

削 る 。 

 第 十 三 条 の 三 中 「 第 一 条 の 二 及 び 第 一 条 の 三 第 一 項 」 を 「 第 一 条 の 三 及 び 第 一 条 の 四 第 一 項 」 に 改 め る 。 

 第 十 三 条 の 六 中 「 第 一 条 の 二 及 び 第 一 条 の 三 第 一 項 」 を 「 第 一 条 の 三 及 び 第 一 条 の 四 第 一 項 」 に 改 め 、 同

条 第 二 号 中 「 第 一 条 の 三 第 一 項 第 二 号 」 を 「 第 一 条 の 四 第 一 項 第 二 号 」 に 改 め る 。 

 第 十 三 条 の 十 七 の 見 出 し 中 「 の 義 務 」 を 削 り 、 同 条 中 「 第 八 条 第 一 項 」 を 「 第 一 条 、 第 一 条 の 二 、 第 八 条

第 一 項 」 に 改 め る 。 

 第 十 三 条 の 二 十 一 第 一 項 中 「 第 一 条 の 二 第 一 項 」 を 「 第 一 条 の 三 第 一 項 」 に 改 め る 。 

 第 十 八 条 の 二 第 二 号 中 「 第 一 条 の 三 第 二 項 」 を 「 第 一 条 の 四 第 二 項 」 に 改 め る 。 

 第 十 九 条 第 一 項 中 「 者 は 」 の 下 に 「 、 他 人 の 依 頼 を 受 け い か な る 名 目 に よ る か を 問 わ ず 報 酬 を 得 て 」 を 加

え 、 「 第 一 条 の 二 」 を 「 第 一 条 の 三 」 に 改 め る 。 

 第 二 十 一 条 中 「 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 」 を 「 行 政 書 士 と な る 資 格 を 有 し な い 者 が 、 日 本 行 政 書
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三 

士 会 連 合 会 に 対 し 、 そ の 資 格 に つ き 虚 偽 の 申 請 を し て 行 政 書 士 名 簿 に 登 録 さ せ た と き 」 に 改 め 、 同 条 各 号 を

削 り 、 同 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。 

第 二 十 一 条 の 二 第 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 し た と き は 、 そ の 違 反 行 為 を し た 者 は 、 一 年 以 下 の 拘 禁 刑 又

は 百 万 円 以 下 の 罰 金 に 処 す る 。 

 第 二 十 二 条 の 四 中 「 違 反 し た 」 の 下 に 「 と き は 、 そ の 違 反 行 為 を し た 」 を 加 え る 。 

 第 二 十 三 条 の 二 中 「 該 当 す る 」 の 下 に 「 場 合 に は 、 そ の 違 反 行 為 を し た 」 を 加 え 、 同 条 各 号 中 「 者 」 を 「 と

き 。 」 に 改 め る 。 

 第 二 十 三 条 の 三 中 「 前 条 第 一 号 」 を 「 第 二 十 一 条 の 二 、 第 二 十 二 条 の 四 、 第 二 十 三 条 第 二 項 又 は 前 条 」 に 、

「 同 条 の 刑 」 を 「 各 本 条 の 罰 金 刑 」 に 改 め る 。 

 附 則 第 十 項 中 「 第 一 条 の 二 第 二 項 」 を 「 第 一 条 の 三 第 二 項 」 に 改 め る 。 

   附 則 

 （ 施 行 期 日 ） 

第 一 条 こ の 法 律 は 、 令 和 八 年 一 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 

 

  
 

四 

 （ 罰 則 に 関 す る 経 過 措 置 ） 

第 二 条 こ の 法 律 の 施 行 前 に し た 行 為 に 対 す る 罰 則 の 適 用 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。 

 （ 行 政 書 士 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 一 部 改 正 ） 

第 三 条 行 政 書 士 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 昭 和 五 十 五 年 法 律 第 二 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。 

  附 則 第 二 項 中 「 こ の 法 律 に よ る 改 正 後 の 」 を 削 り 、 「 第 一 条 の 二 第 二 項 」 を 「 第 一 条 の 三 第 二 項 」 に 改

め る 。 

 （ 犯 罪 に よ る 収 益 の 移 転 防 止 に 関 す る 法 律 の 一 部 改 正 ） 

第 四 条 犯 罪 に よ る 収 益 の 移 転 防 止 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 九 年 法 律 第 二 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。 

  別 表 第 二 条 第 二 項 第 四 十 七 号 に 掲 げ る 者 の 項 中 「 第 一 条 の 二 、 第 一 条 の 三 」 を 「 第 一 条 の 三 、 第 一 条 の

四 」 に 改 め る 。
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五 

     理 由 

 近 時 の 行 政 書 士 制 度 を 取 り 巻 く 状 況 の 変 化 を 踏 ま え 、 行 政 書 士 の 使 命 及 び 職 責 を 明 ら か に す る 規 定 を 設 け

る と と も に 、 特 定 行 政 書 士 が 行 政 庁 に 対 す る 不 服 申 立 て の 手 続 に つ い て 代 理 し 、 及 び そ の 手 続 に つ い て 官 公

署 に 提 出 す る 書 類 を 作 成 す る こ と が で き る 範 囲 を 拡 大 す る ほ か 、 行 政 書 士 又 は 行 政 書 士 法 人 で な い 者 に よ る

業 務 の 制 限 違 反 等 に 対 し て 両 罰 規 定 を 設 け る 等 の 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 法 律 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。  
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 一 

◎ 行 政 書 士 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律  新 旧 対 照 表  

〇 行 政 書 士 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 四 号 ）  

（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）  

改  正  案  現    行  

 （ 行 政 書 士 の 使 命 ）  

第 一 条  行 政 書 士 は 、 そ の 業 務 を 通 じ て 、 行 政 に 関 す る 手 続 の 円 滑

な 実 施 に 寄 与 す る と と も に 国 民 の 利 便 に 資 し 、 も つ て 国 民 の 権 利

利 益 の 実 現 に 資 す る こ と を 使 命 と す る 。  

 

 

 （ 職 責 ）  

第 一 条 の 二  行 政 書 士 は 、 常 に 品 位 を 保 持 し 、 業 務 に 関 す る 法 令 及

び 実 務 に 精 通 し て 、 公 正 か つ 誠 実 に そ の 業 務 を 行 わ な け れ ば な ら

な い 。  

２  行 政 書 士 は 、 そ の 業 務 を 行 う に 当 た つ て は 、 デ ジ タ ル 社 会 の 進

展 を 踏 ま え 、 情 報 通 信 技 術 の 活 用 そ の 他 の 取 組 を 通 じ て 、 国 民 の

利 便 の 向 上 及 び 当 該 業 務 の 改 善 進 歩 を 図 る よ う 努 め な け れ ば な ら

な い 。  

 

 （ 業 務 ）  

第 一 条 の 三  〔 略 〕  

 （ 目 的 ）  

第 一 条  こ の 法 律 は 、 行 政 書 士 の 制 度 を 定 め 、 そ の 業 務 の 適 正 を 図

る こ と に よ り 、 行 政 に 関 す る 手 続 の 円 滑 な 実 施 に 寄 与 す る と と も

に 国 民 の 利 便 に 資 し 、 も つ て 国 民 の 権 利 利 益 の 実 現 に 資 す る こ と

を 目 的 と す る 。  

 

 

〔 新 設 〕  

 

 

 

 

 

 

 

 （ 業 務 ）  

第 一 条 の 二  〔 同 上 〕  

 

 

二 
２  〔 略 〕  

 

第 一 条 の 四  行 政 書 士 は 、 前 条 に 規 定 す る 業 務 の ほ か 、 他 人 の 依 頼

を 受 け 報 酬 を 得 て 、 次 に 掲 げ る 事 務 を 業 と す る こ と が で き る 。 た

だ し 、 他 の 法 律 に お い て そ の 業 務 を 行 う こ と が 制 限 さ れ て い る 事

項 に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。  

 一  〔 略 〕  

 二  前 条 の 規 定 に よ り 行 政 書 士 が 作 成 す る こ と が で き る 官 公 署 に

提 出 す る 書 類 に 係 る 許 認 可 等 に 関 す る 審 査 請 求 、 再 調 査 の 請 求 、

再 審 査 請 求 等 行 政 庁 に 対 す る 不 服 申 立 て の 手 続 に つ い て 代 理

し 、 及 び そ の 手 続 に つ い て 官 公 署 に 提 出 す る 書 類 を 作 成 す る こ

と 。  

 三 ・ 四  〔 略 〕  

２  〔 略 〕  

 

第 一 条 の 五  〔 略 〕  

 

 （ 特 定 行 政 書 士 の 付 記 ）  

第 七 条 の 三  日 本 行 政 書 士 会 連 合 会 は 、 行 政 書 士 が 第 一 条 の 四 第 二

項 に 規 定 す る 研 修 の 課 程 を 修 了 し た と き は 、 遅 滞 な く 、 当 該 行 政

書 士 の 登 録 に 特 定 行 政 書 士 で あ る 旨 の 付 記 を し な け れ ば な ら な

２  〔 同 上 〕  

 

第 一 条 の 三  行 政 書 士 は 、 前 条 に 規 定 す る 業 務 の ほ か 、 他 人 の 依 頼

を 受 け 報 酬 を 得 て 、 次 に 掲 げ る 事 務 を 業 と す る こ と が で き る 。 た

だ し 、 他 の 法 律 に お い て そ の 業 務 を 行 う こ と が 制 限 さ れ て い る 事

項 に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。  

 一  〔 同 上 〕  

 二  前 条 の 規 定 に よ り 行 政 書 士 が 作 成 し た 官 公 署 に 提 出 す る 書 類

に 係 る 許 認 可 等 に 関 す る 審 査 請 求 、 再 調 査 の 請 求 、 再 審 査 請 求

等 行 政 庁 に 対 す る 不 服 申 立 て の 手 続 に つ い て 代 理 し 、 及 び そ の

手 続 に つ い て 官 公 署 に 提 出 す る 書 類 を 作 成 す る こ と 。  

 

 三 ・ 四  〔 同 上 〕  

２  〔 同 上 〕  

 
第 一 条 の 四  〔 同 上 〕  

 

 （ 特 定 行 政 書 士 の 付 記 ）  

第 七 条 の 三  日 本 行 政 書 士 会 連 合 会 は 、 行 政 書 士 が 第 一 条 の 三 第 二

項 に 規 定 す る 研 修 の 課 程 を 修 了 し た と き は 、 遅 滞 な く 、 当 該 行 政

書 士 の 登 録 に 特 定 行 政 書 士 で あ る 旨 の 付 記 を し な け れ ば な ら な



─ 21 ─

 三 

い 。  

２  〔 略 〕  

 

 （ 信 用 失 墜 行 為 の 禁 止 ）  

第 十 条  行 政 書 士 は 、 行 政 書 士 の 信 用 又 は 品 位 を 害 す る よ う な 行 為

を し て は な ら な い 。  

 

 （ 設 立 ）  

第 十 三 条 の 三  行 政 書 士 は 、 こ の 章 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 行 政 書

士 法 人 （ 第 一 条 の 三 及 び 第 一 条 の 四 第 一 項 （ 第 二 号 を 除 く 。 ） に 規

定 す る 業 務 を 行 う こ と を 目 的 と し て 、 行 政 書 士 が 設 立 し た 法 人 を

い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 設 立 す る こ と が で き る 。  

 

 （ 業 務 の 範 囲 ）  

第 十 三 条 の 六  行 政 書 士 法 人 は 、 第 一 条 の 三 及 び 第 一 条 の 四 第 一 項

（ 第 二 号 を 除 く 。 ） に 規 定 す る 業 務 を 行 う ほ か 、 定 款 で 定 め る と こ

ろ に よ り 、 次 に 掲 げ る 業 務 を 行 う こ と が で き る 。 た だ し 、 第 一 号

の 総 務 省 令 で 定 め る 業 務 を 行 う こ と が で き る 行 政 書 士 に 関 し 法 令

上 の 制 限 が あ る 場 合 に お け る 当 該 業 務 及 び 第 二 号 に 掲 げ る 業 務

（ 以 下 「 特 定 業 務 」 と い う 。 ） に つ い て は 、 社 員 の う ち に 当 該 特 定

業 務 を 行 う こ と が で き る 行 政 書 士 が あ る 行 政 書 士 法 人 に 限 り 、 行

い 。  

２  〔 同 上 〕  

 

 （ 行 政 書 士 の 責 務 ）  

第 十 条  行 政 書 士 は 、 誠 実 に そ の 業 務 を 行 な う と と も に 、 行 政 書 士

の 信 用 又 は 品 位 を 害 す る よ う な 行 為 を し て は な ら な い 。  

 

 （ 設 立 ）  

第 十 三 条 の 三  行 政 書 士 は 、 こ の 章 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 行 政 書

士 法 人 （ 第 一 条 の 二 及 び 第 一 条 の 三 第 一 項 （ 第 二 号 を 除 く 。 ） に 規

定 す る 業 務 を 行 う こ と を 目 的 と し て 、 行 政 書 士 が 設 立 し た 法 人 を

い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 設 立 す る こ と が で き る 。  

 

 （ 業 務 の 範 囲 ）  

第 十 三 条 の 六  行 政 書 士 法 人 は 、 第 一 条 の 二 及 び 第 一 条 の 三 第 一 項

（ 第 二 号 を 除 く 。 ） に 規 定 す る 業 務 を 行 う ほ か 、 定 款 で 定 め る と こ

ろ に よ り 、 次 に 掲 げ る 業 務 を 行 う こ と が で き る 。 た だ し 、 第 一 号

の 総 務 省 令 で 定 め る 業 務 を 行 う こ と が で き る 行 政 書 士 に 関 し 法 令

上 の 制 限 が あ る 場 合 に お け る 当 該 業 務 及 び 第 二 号 に 掲 げ る 業 務

（ 以 下 「 特 定 業 務 」 と い う 。 ） に つ い て は 、 社 員 の う ち に 当 該 特 定

業 務 を 行 う こ と が で き る 行 政 書 士 が あ る 行 政 書 士 法 人 に 限 り 、 行

 

 

四 

う こ と が で き る 。  

 一  法 令 等 に 基 づ き 行 政 書 士 が 行 う こ と が で き る 業 務 の う ち 第 一

条 の 三 及 び 第 一 条 の 四 第 一 項 （ 第 二 号 を 除 く 。 ） に 規 定 す る 業 務

に 準 ず る も の と し て 総 務 省 令 で 定 め る 業 務 の 全 部 又 は 一 部  

 二  第 一 条 の 四 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る 業 務  

 

 （ 行 政 書 士 に 関 す る 規 定 の 準 用 ）  

第 十 三 条 の 十 七  第 一 条 、 第 一 条 の 二 、 第 八 条 第 一 項 、 第 九 条 か ら

第 十 一 条 ま で 及 び 第 十 三 条 の 規 定 は 、 行 政 書 士 法 人 に つ い て 準 用

す る 。  

 

 （ 一 般 社 団 法 人 及 び 一 般 財 団 法 人 に 関 す る 法 律 及 び 会 社 法 の 準 用

等 ）  

第 十 三 条 の 二 十 一  一 般 社 団 法 人 及 び 一 般 財 団 法 人 に 関 す る 法 律

（ 平 成 十 八 年 法 律 第 四 十 八 号 ） 第 四 条 並 び に 会 社 法 第 六 百 条 、 第

六 百 十 四 条 か ら 第 六 百 十 九 条 ま で 、 第 六 百 二 十 一 条 及 び 第 六 百 二

十 二 条 の 規 定 は 行 政 書 士 法 人 に つ い て 、 同 法 第 五 百 八 十 条 第 一 項 、

第 五 百 八 十 一 条 、 第 五 百 八 十 二 条 、 第 五 百 八 十 五 条 第 一 項 及 び 第

四 項 、 第 五 百 八 十 六 条 、 第 五 百 九 十 三 条 、 第 五 百 九 十 五 条 、 第 五

百 九 十 六 条 、 第 五 百 九 十 九 条 第 四 項 及 び 第 五 項 、 第 六 百 一 条 、 第

六 百 五 条 、 第 六 百 六 条 、 第 六 百 九 条 第 一 項 及 び 第 二 項 、 第 六 百 十

う こ と が で き る 。  

 一  法 令 等 に 基 づ き 行 政 書 士 が 行 う こ と が で き る 業 務 の う ち 第 一

条 の 二 及 び 第 一 条 の 三 第 一 項 （ 第 二 号 を 除 く 。 ） に 規 定 す る 業 務

に 準 ず る も の と し て 総 務 省 令 で 定 め る 業 務 の 全 部 又 は 一 部  

 二  第 一 条 の 三 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る 業 務  

 

 （ 行 政 書 士 の 義 務 に 関 す る 規 定 の 準 用 ）  

第 十 三 条 の 十 七  第 八 条 第 一 項 、 第 九 条 か ら 第 十 一 条 ま で 及 び 第 十

三 条 の 規 定 は 、 行 政 書 士 法 人 に つ い て 準 用 す る 。  

 

 

 （ 一 般 社 団 法 人 及 び 一 般 財 団 法 人 に 関 す る 法 律 及 び 会 社 法 の 準 用

等 ）  

第 十 三 条 の 二 十 一  一 般 社 団 法 人 及 び 一 般 財 団 法 人 に 関 す る 法 律

（ 平 成 十 八 年 法 律 第 四 十 八 号 ） 第 四 条 並 び に 会 社 法 第 六 百 条 、 第

六 百 十 四 条 か ら 第 六 百 十 九 条 ま で 、 第 六 百 二 十 一 条 及 び 第 六 百 二

十 二 条 の 規 定 は 行 政 書 士 法 人 に つ い て 、 同 法 第 五 百 八 十 条 第 一 項 、

第 五 百 八 十 一 条 、 第 五 百 八 十 二 条 、 第 五 百 八 十 五 条 第 一 項 及 び 第

四 項 、 第 五 百 八 十 六 条 、 第 五 百 九 十 三 条 、 第 五 百 九 十 五 条 、 第 五

百 九 十 六 条 、 第 五 百 九 十 九 条 第 四 項 及 び 第 五 項 、 第 六 百 一 条 、 第

六 百 五 条 、 第 六 百 六 条 、 第 六 百 九 条 第 一 項 及 び 第 二 項 、 第 六 百 十
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 五 

一 条 （ 第 一 項 た だ し 書 を 除 く 。 ） 、 第 六 百 十 二 条 並 び に 第 六 百 十 三

条 の 規 定 は 行 政 書 士 法 人 の 社 員 に つ い て 、 同 法 第 五 百 八 十 九 条 第

一 項 の 規 定 は 行 政 書 士 法 人 の 社 員 で あ る と 誤 認 さ せ る 行 為 を し た

者 の 責 任 に つ い て 、 同 法 第 八 百 五 十 九 条 か ら 第 八 百 六 十 二 条 ま で

の 規 定 は 行 政 書 士 法 人 の 社 員 の 除 名 並 び に 業 務 を 執 行 す る 権 利 及

び 代 表 権 の 消 滅 の 訴 え に つ い て 、 そ れ ぞ れ 準 用 す る 。 こ の 場 合 に

お い て 、 同 法 第 六 百 十 三 条 中 「 商 号 」 と あ る の は 「 名 称 」 と 、 同

法 第 六 百 十 五 条 第 一 項 、 第 六 百 十 七 条 第 一 項 及 び 第 二 項 並 び に 第

六 百 十 八 条 第 一 項 第 二 号 中 「 法 務 省 令 」 と あ る の は 「 総 務 省 令 」

と 、 同 法 第 六 百 十 七 条 第 三 項 中 「 電 磁 的 記 録 」 と あ る の は 「 電 磁

的 記 録 （ 行 政 書 士 法 第 一 条 の 三 第 一 項 に 規 定 す る 電 磁 的 記 録 を い

う 。 次 条 第 一 項 第 二 号 に お い て 同 じ 。 ） 」 と 、 同 法 第 八 百 五 十 九 条

第 二 号 中 「 第 五 百 九 十 四 条 第 一 項 （ 第 五 百 九 十 八 条 第 二 項 に お い

て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 」 と あ る の は 「 行 政 書 士 法 第 十 三 条 の 十

六 第 一 項 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。  

２ ～ ７  〔 略 〕  

 

 （ 日 本 行 政 書 士 会 連 合 会 の 会 則 ）  

第 十 八 条 の 二  日 本 行 政 書 士 会 連 合 会 の 会 則 に は 、 次 の 事 項 を 記 載

し な け れ ば な ら な い 。  

 一  〔 略 〕  

一 条 （ 第 一 項 た だ し 書 を 除 く 。 ） 、 第 六 百 十 二 条 並 び に 第 六 百 十 三

条 の 規 定 は 行 政 書 士 法 人 の 社 員 に つ い て 、 同 法 第 五 百 八 十 九 条 第

一 項 の 規 定 は 行 政 書 士 法 人 の 社 員 で あ る と 誤 認 さ せ る 行 為 を し た

者 の 責 任 に つ い て 、 同 法 第 八 百 五 十 九 条 か ら 第 八 百 六 十 二 条 ま で

の 規 定 は 行 政 書 士 法 人 の 社 員 の 除 名 並 び に 業 務 を 執 行 す る 権 利 及

び 代 表 権 の 消 滅 の 訴 え に つ い て 、 そ れ ぞ れ 準 用 す る 。 こ の 場 合 に

お い て 、 同 法 第 六 百 十 三 条 中 「 商 号 」 と あ る の は 「 名 称 」 と 、 同

法 第 六 百 十 五 条 第 一 項 、 第 六 百 十 七 条 第 一 項 及 び 第 二 項 並 び に 第

六 百 十 八 条 第 一 項 第 二 号 中 「 法 務 省 令 」 と あ る の は 「 総 務 省 令 」

と 、 同 法 第 六 百 十 七 条 第 三 項 中 「 電 磁 的 記 録 」 と あ る の は 「 電 磁

的 記 録 （ 行 政 書 士 法 第 一 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 電 磁 的 記 録 を い

う 。 次 条 第 一 項 第 二 号 に お い て 同 じ 。 ） 」 と 、 同 法 第 八 百 五 十 九 条

第 二 号 中 「 第 五 百 九 十 四 条 第 一 項 （ 第 五 百 九 十 八 条 第 二 項 に お い

て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 」 と あ る の は 「 行 政 書 士 法 第 十 三 条 の 十

六 第 一 項 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。  

２ ～ ７  〔 同 上 〕  

 

 （ 日 本 行 政 書 士 会 連 合 会 の 会 則 ）  

第 十 八 条 の 二  日 本 行 政 書 士 会 連 合 会 の 会 則 に は 、 次 の 事 項 を 記 載

し な け れ ば な ら な い 。  

 一  〔 同 上 〕  

 

 

六 

 二  第 一 条 の 四 第 二 項 に 規 定 す る 研 修 そ の 他 の 行 政 書 士 の 研 修 に

関 す る 規 定  

 三 ～ 五  〔 略 〕  

 

 （ 業 務 の 制 限 ）  

第 十 九 条  行 政 書 士 又 は 行 政 書 士 法 人 で な い 者 は 、 他 人 の 依 頼 を 受

け い か な る 名 目 に よ る か を 問 わ ず 報 酬 を 得 て 、 業 と し て 第 一 条 の

三 に 規 定 す る 業 務 を 行 う こ と が で き な い 。 た だ し 、 他 の 法 律 に 別

段 の 定 め が あ る 場 合 及 び 定 型 的 か つ 容 易 に 行 え る も の と し て 総 務

省 令 で 定 め る 手 続 に つ い て 、 当 該 手 続 に 関 し 相 当 の 経 験 又 は 能 力

を 有 す る 者 と し て 総 務 省 令 で 定 め る 者 が 電 磁 的 記 録 を 作 成 す る 場

合 は 、 こ の 限 り で な い 。  

２  〔 略 〕  

 

第 二 十 一 条  行 政 書 士 と な る 資 格 を 有 し な い 者 が 、 日 本 行 政 書 士 会

連 合 会 に 対 し 、 そ の 資 格 に つ き 虚 偽 の 申 請 を し て 行 政 書 士 名 簿 に

登 録 さ せ た と き は 、 一 年 以 下 の 拘 禁 刑 又 は 百 万 円 以 下 の 罰 金 に 処

す る 。  

 〔 削 る 〕  

 

 

 二  第 一 条 の 三 第 二 項 に 規 定 す る 研 修 そ の 他 の 行 政 書 士 の 研 修 に

関 す る 規 定  

 三 ～ 五  〔 同 上 〕  

 

 （ 業 務 の 制 限 ）  

第 十 九 条  行 政 書 士 又 は 行 政 書 士 法 人 で な い 者 は 、 業 と し て 第 一 条

の 二 に 規 定 す る 業 務 を 行 う こ と が で き な い 。 た だ し 、 他 の 法 律 に

別 段 の 定 め が あ る 場 合 及 び 定 型 的 か つ 容 易 に 行 え る も の と し て 総

務 省 令 で 定 め る 手 続 に つ い て 、 当 該 手 続 に 関 し 相 当 の 経 験 又 は 能

力 を 有 す る 者 と し て 総 務 省 令 で 定 め る 者 が 電 磁 的 記 録 を 作 成 す る

場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。  

 

２  〔 同 上 〕  

 

第 二 十 一 条  次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 は 、 一 年 以 下 の 拘 禁

刑 又 は 百 万 円 以 下 の 罰 金 に 処 す る 。  

 

 

 一  行 政 書 士 と な る 資 格 を 有 し な い 者 で 、 日 本 行 政 書 士 会 連 合 会

に 対 し 、 そ の 資 格 に つ き 虚 偽 の 申 請 を し て 行 政 書 士 名 簿 に 登 録

さ せ た も の  
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 七 

 〔 削 る 〕  

 

第 二 十 一 条 の 二  第 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 し た と き は 、 そ の 違

反 行 為 を し た 者 は 、 一 年 以 下 の 拘 禁 刑 又 は 百 万 円 以 下 の 罰 金 に 処

す る 。  

 

第 二 十 二 条 の 四  第 十 九 条 の 二 の 規 定 に 違 反 し た と き は 、 そ の 違 反

行 為 を し た 者 は 、 百 万 円 以 下 の 罰 金 に 処 す る 。  

 

第 二 十 三 条 の 二  次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 に は 、 そ の 違

反 行 為 を し た 者 は 、 三 十 万 円 以 下 の 罰 金 に 処 す る 。  

 一  第 十 三 条 の 二 十 の 二 第 六 項 に お い て 準 用 す る 会 社 法 第 九 百 五

十 五 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 し て 、 同 項 に 規 定 す る 調 査 記 録 簿 等

に 同 項 に 規 定 す る 電 子 公 告 調 査 に 関 し 法 務 省 令 で 定 め る も の を

記 載 せ ず 、 若 し く は 記 録 せ ず 、 若 し く は 虚 偽 の 記 載 若 し く は 記

録 を し 、 又 は 当 該 調 査 記 録 簿 等 を 保 存 し な か つ た と き 。  

 二  第 十 三 条 の 二 十 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 当 該 職 員 の 検 査 を 拒

み 、 妨 げ 、 又 は 忌 避 し た と き 。  

 

第 二 十 三 条 の 三  法 人 の 代 表 者 又 は 法 人 若 し く は 人 の 代 理 人 、 使 用

人 そ の 他 の 従 業 者 が 、 そ の 法 人 又 は 人 の 業 務 に 関 し 、 第 二 十 一 条

 二  第 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 し た 者  

 

〔 新 設 〕  

 

 

 

第 二 十 二 条 の 四  第 十 九 条 の 二 の 規 定 に 違 反 し た 者 は 、 百 万 円 以 下

の 罰 金 に 処 す る 。  

 

第 二 十 三 条 の 二  次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 は 、 三 十 万 円 以

下 の 罰 金 に 処 す る 。  

 一  第 十 三 条 の 二 十 の 二 第 六 項 に お い て 準 用 す る 会 社 法 第 九 百 五

十 五 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 し て 、 同 項 に 規 定 す る 調 査 記 録 簿 等

に 同 項 に 規 定 す る 電 子 公 告 調 査 に 関 し 法 務 省 令 で 定 め る も の を

記 載 せ ず 、 若 し く は 記 録 せ ず 、 若 し く は 虚 偽 の 記 載 若 し く は 記

録 を し 、 又 は 当 該 調 査 記 録 簿 等 を 保 存 し な か つ た 者  

 二  第 十 三 条 の 二 十 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 当 該 職 員 の 検 査 を 拒

み 、 妨 げ 、 又 は 忌 避 し た 者  

 

第 二 十 三 条 の 三  法 人 の 代 表 者 又 は 法 人 若 し く は 人 の 代 理 人 、 使 用

人 そ の 他 の 従 業 者 が 、 そ の 法 人 又 は 人 の 業 務 に 関 し 、 前 条 第 一 号

 

 

八 

の 二 、 第 二 十 二 条 の 四 、 第 二 十 三 条 第 二 項 又 は 前 条 の 違 反 行 為 を

し た と き は 、 そ の 行 為 者 を 罰 す る ほ か 、 そ の 法 人 又 は 人 に 対 し て

各 本 条 の 罰 金 刑 を 科 す る 。  

 

   附  則  

 

 建 築 代 理 士 に 関 し て は 、 こ の 法 律 施 行 後 で も 、 当 分 の 間 、 条 例

の 定 め る と こ ろ に よ る も の と し 、 そ の 条 例 は 、 第 一 条 の 三 第 二 項

及 び 第 十 九 条 第 一 項 た だ し 書 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 法 律 と み

な す 。  

 

の 違 反 行 為 を し た と き は 、 そ の 行 為 者 を 罰 す る ほ か 、 そ の 法 人 又

は 人 に 対 し て 同 条 の 刑 を 科 す る 。  

 

 

   附  則  

 

 建 築 代 理 士 に 関 し て は 、 こ の 法 律 施 行 後 で も 、 当 分 の 間 、 条 例

の 定 め る と こ ろ に よ る も の と し 、 そ の 条 例 は 、 第 一 条 の 二 第 二 項

及 び 第 十 九 条 第 一 項 た だ し 書 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 法 律 と み

な す 。  
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 九 

〇 行 政 書 士 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 昭 和 五 十 五 年 法 律 第 二 十 九 号 ） （ 附 則 第 三 条 関 係 ）  

（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）  

改  正  案  現    行  

   附  則  

 

 （ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 法 律 の 施 行 の 際 現 に 行 政 書 士 会 に 入 会 し て い る 行 政 書 士 で

あ る 者 は 、 当 分 の 間 、 行 政 書 士 法 第 一 条 の 三 第 二 項 の 規 定 に か か

わ ら ず 、 他 人 の 依 頼 を 受 け 報 酬 を 得 て 、 社 会 保 険 労 務 士 法 （ 昭 和

四 十 三 年 法 律 第 八 十 九 号 ） 第 二 条 第 一 項 第 一 号 及 び 第 二 号 に 掲 げ

る 事 務 を 業 と す る こ と が で き る 。  

   附  則  

 

 （ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 法 律 の 施 行 の 際 現 に 行 政 書 士 会 に 入 会 し て い る 行 政 書 士 で

あ る 者 は 、 当 分 の 間 、 こ の 法 律 に よ る 改 正 後 の 行 政 書 士 法 第 一 条

の 二 第 二 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 他 人 の 依 頼 を 受 け 報 酬 を 得 て 、

社 会 保 険 労 務 士 法 （ 昭 和 四 十 三 年 法 律 第 八 十 九 号 ） 第 二 条 第 一 項

第 一 号 及 び 第 二 号 に 掲 げ る 事 務 を 業 と す る こ と が で き る 。  

 

  

  

 

 

一 〇 
〇 犯 罪 に よ る 収 益 の 移 転 防 止 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 九 年 法 律 第 二 十 二 号 ） （ 附 則 第 四 条 関 係 ）  

（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）  

改  正  案  現    行  

別 表 （ 第 四 条 関 係 ）  

〔 略 〕  〔 略 〕  〔 略 〕  

第 二 条 第 二 項

第 四 十 七 号 に

掲 げ る 者  

行 政 書 士 法 第 一 条 の 三 、

第 一 条 の 四 若 し く は 第

十 三 条 の 六 に 定 め る 業

務 又 は こ れ ら に 付 随 し 、

若 し く は 関 連 す る 業 務

の う ち 、 特 定 受 任 行 為 の

代 理 等 に 係 る も の  

特 定 受 任 行 為 の

代 理 等 を 行 う こ

と を 内 容 と す る

契 約 の 締 結 そ の

他 の 政 令 で 定 め

る 取 引  

〔 略 〕  〔 略 〕  〔 略 〕  
 

別 表 （ 第 四 条 関 係 ）  

〔 同 上 〕  〔 同 上 〕  〔 同 上 〕  

第 二 条 第 二 項

第 四 十 七 号 に

掲 げ る 者  

行 政 書 士 法 第 一 条 の 二 、

第 一 条 の 三 若 し く は 第

十 三 条 の 六 に 定 め る 業

務 又 は こ れ ら に 付 随 し 、

若 し く は 関 連 す る 業 務

の う ち 、 特 定 受 任 行 為 の

代 理 等 に 係 る も の  

特 定 受 任 行 為 の

代 理 等 を 行 う こ

と を 内 容 と す る

契 約 の 締 結 そ の

他 の 政 令 で 定 め

る 取 引  

〔 同 上 〕  〔 同 上 〕  〔 同 上 〕  
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松
福
高
第
１
３
３
号

令
和
７
年
５
月
２
０
日

長
野
県
行
政
書
士
会

会
長

和
田

英
幸

様

松
本
市
長

臥
雲

義
尚

松
本
市
終
活
情
報
登
録
事
業
の
開
始
に
つ
い
て
（
ご
案
内
）

時
下
、
ま
す
ま
す
ご
清
祥
の
こ
と
と
お
慶
び
申
し
あ
げ
ま
す
。
日
頃
よ
り
、
松
本
市
の
高

齢
者
福
祉
事
業
に
対
し
、
格
別
の
ご
高
配
を
賜
り
、
厚
く
御
礼
申
し
あ
げ
ま
す
。

松
本
市
で
は
、
令
和

年
月

日
よ
り
「
松
本
市
終
活
情
報
登
録
事
業
」
を
開
始
し

ま
す
の
で
、
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。
こ
の
事
業
は
、
万
が
一
の
事
態
に
備
え
、
ご
本
人
の

希
望
や
、
ご
家
族
へ
伝
え
た
い
こ
と
等
の
“
終
活
関
連
情
報
”
を
市
に
ご
登
録
い
た
だ
き
、

万
一
の
際
、
ご
本
人
が
指
定
し
た
方
に
開
示
す
る
こ
と
で
、
ご
本
人
の
意
思
の
実
現
と
、
遺

さ
れ
た
ご
親
族
や
関
係
者
へ
の
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
も
の
で
す
。

松
本
市
は
終
活
を
「
元
気
な
う
ち
か
ら
人
生
の
終
末
に
つ
い
て
考
え
、
準
備
す
る
活
動
」
と

と
ら
え
、
積
極
的
に
周
知
・
啓
発
を
行
っ
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
事
業
の
趣
旨
を
ご
理
解
い

た
だ
き
、
ご
協
力
の
程
、
ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

〒
３
９
０
－

長
野
県
松
本
市
丸
の
内

番
号

松
本
市

健
康
福
祉
部

高
齢
福
祉
課

福
祉

担
当

課
長

勝
家

知
子

（
担

当
）

香
西

電
話

３
４
－
３
０
６
１
（
直
通
）

－

終
活
に
関
す
る
情
報
を
登
録
で
き
ま
す
（
松
本
市
終
活
情
報
登
録
事
業
）

ご
自
身
の
万
が
一
の
事
態
に
備
え
、
ご
自
身
の
希
望
や
、
ご
家
族
へ
伝
え
た
い
こ
と
等
の
“
終
活
関
連
情
報
”
を
市
に

登
録
し
て
い
た
だ
く
こ
と
で
、
万
一
の
際
、
ご
自
身
が
指
定
し
た
方
に
開
示
し
、
ご
自
身
の
意
思
の
実
現
に
役
立
て
る
と
と

も
に
、
遺
さ
れ
た
ご
親
族
や
関
係
者
へ
の
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

※
松
本
市
で
は
終
活
を
、
元
気
な
う
ち
か
ら
人
生
の
終
末
に
つ
い
て
考
え
、
準
備
す
る
活
動
と
と
ら
え
て
い
ま
す

⑴
 
対
象
者
、
登
録
で
き
る
方

原
則

市
内
在
住
者

⑵
 
登
録
方
法

ア
窓
口
申
請
の
場
合

高
齢

福
祉

課
ま

た
は

西
部

福
祉

課
に

電
話

等
で

連
絡

を
い

た
だ

い
た

う
え

で
、

お
越

し
く

だ
さ

い
。

イ
電

子
申

請
の

場
合

電
子
申
請
後
、
本
人
確
認
と
内
容
確
認
の
た
め
、
高

齢
福

祉
課

ま
た

は
西

部
福

祉
課

の
窓

口
に

お
お

む
ね

１
か

月
以

内
に

お
越

し
い

た
だ

く
。

⑶
 
登
録
で
き
る
内
容
（遺
言
書
の
よ
う
な
法
的
効
力
は
あ
り
ま
せ
ん
）

ア
緊
急
連
絡
先
及
び
情
報
開
示
指
定
者

イ
リ
ビ
ン
グ
ウ
ィ
ル
、
エ
ン
デ
ィ
ン
グ
ノ
ー
ト
、
遺
言
書
の
保
管
場
所

ウ
臓
器
提
供
に
関
す
る
こ
と

エ
生
命
保
険
や
預
貯
金
に
関
す
る
こ
と

オ
生
前
契
約
等
の
内
容

カ
お
墓
の
所
在
地
ま
た
は
埋
葬
希
望

キ
そ
の
他
自
由
登
録
事
項

（ス
マ
ホ
の
ロ
ッ
ク
解
除
方
法
、
銀
行
口
座
、
保
険
、
家
族
等
に
伝
え
た
い
内
容
等
）

ク
情
報
の
開
示
時
期

⑷
開
示
の
時
期
及
び
対
象
者

ア
登
録
時
に
指
定
さ
れ
た
時
期
に
、
指
定
さ
れ
た
方
か
ら
請
求
が
あ
っ
た
場
合
に
開
示
し
ま
す
。

イ
登
録
者
の
生
命
、
身
体
又
は
財
産
の
保
護
の
た
め
に
必
要
が
あ
り
、
警
察
・消
防
・医
療
機
関
等
か
ら

照
会
が
あ
っ
た
場
合
に
は
開
示
を
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

⑸
「終
活
」に
関
す
る
ご
相
談
窓
口

高
齢
福
祉
課
、
西
部
福
祉
課
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
に
て
、
「終
活
」に
関
し
て
の
ご
相
談
も
で
き
ま
す
。

松
本
市

健
康
福
祉
部

高
齢
福
祉
課

福
祉
担
当
（本
庁
舎
北
別
棟
２
階
）

電
話
３
４
－
３
０
６
１
（直
通
）

－
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７
建
政
号
外

 

令
和
７
年

(2
0
25
年

) 
６
月

23
日

  

一
般
社
団
法
人

 
長
野
県
建
設
業
協
会

 
会
長

 

長
野
県
行
政
書
士
会

 
会
長

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
様

 

長
野
県
建
設
労
働
組
合
連
合
会

 
執
行
委
員
長

 

  

長
野
県
建
設
部
建
設
政
策
課
建
設
業
審
査
幹

 
 

建
設
業
許
可

等
に
係
る
現
地
相
談
窓
口
に
つ
い
て
（
通
知
）

平
素
よ
り
、
長
野
県
の
建
設
行
政
に
ご
協
力
を
頂
き
誠
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

 

令
和
４
年
度
か
ら
設
置
し
て
い
る
標
記
相
談
窓
口
に
つ
き
ま
し
て
、
令
和
７
年
７
月
か
ら
９
月
ま
で
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を

別
添
の
と
お
り
決
定
し
ま
し
た
の
で
、
会
員
の
皆
様
へ
周
知
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
、
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

 

（
問
合
せ
先
）

長
野
県
建
設
部
建
設
政
策
課

建
設
業
担
当

大
林

建
設

業
許
可

等
に
係
る

現
地

相
談

窓
口
に
つ

い
て

１
概

要

建
設
業
許
可
及
び
経
営
事
項
審
査
の
申
請
に
係
る
申
請
書
作
成
や
必
要
書
類
等
に
つ
い
て
、
専
門
家
に
よ
る
相

談
会
を
実
施
し
ま
す
。

２
相

談
で

き
る
内

容

長
野
県
知
事
へ
の
申
請
に
係
る
、
下
記
、
申
請
書
類
作
成
に
つ
い
て
の
相
談
。

・
建
設
業
許
可

（
建
設
業
法
第
３
条
に
基
づ
く
建
設
業
の
許
可
及
び
更
新
）

・
変
更
届

（
建
設
業
法
第

条
に
基
づ
く
建
設
業
許
可
の
変
更
等
の
届
出
）

・
廃
業
届

（
建
設
業
法
第

条
に
基
づ
く
廃
業
等
の
届
出
）

・
承
継
・
相
続
認
可
申
請
（
建
設
業
法
第

条
の
２
及
び
第

条
の
３
に
基
づ
く
認
可
）

・
経
営
事
項
審
査

（
建
設
業
法
第

条
の

に
基
づ
く
経
営
事
項
審
査
）

３
開

催
ス

ケ
ジ
ュ

ー
ル
（
令

和
７

年
７

月
か
ら

９
月
分
）

相
談
時
間
：

要
予
約

時
分
か
ら

時
分

地
域

開
催
日

会
場

地
域

開
催
日

会
場

北
信

（
火

県
庁
議
会
棟

号
会
議
室

（
長
野
市
大
字
南
長
野
字
幅
下

）

東
信

水
上
田
合
同
庁
舎

号
会
議
室

（
上
田
市
材
木
町

）

（
金

県
庁
西
庁
舎

号
会
議
室

月
佐
久
建
設
事
務
所
旧
用
地
課
打

合
せ
ス
ペ
ー
ス

（
佐
久
市
臼
田

）

金
県
庁
西
庁
舎

号
会
議
室

水
上
田
合
同
庁
舎

号
会
議
室

中
信

水
松
本
合
同
庁
舎

号
会
議
室

（
松
本
市
大
字
島
立

）

南
信

（
金

諏
訪
合
同
庁
舎

号
会
議
室

（
諏
訪
市
上
川

）

水
松
本
合
同
庁
舎

号
会
議
室

金
伊
那
合
同
庁
舎

号
会
議
室

（
伊
那
市
荒
井

）

火
松
本
合
同
庁
舎

号
会
議
室

金
飯
田
合
同
庁
舎

号
会
議
室

（
飯
田
市
追
手
町

）
※
所
在
地
以
外
の
会
場
で
も
ご
参
加
可
能
で
す
。

※
木
曽
、
大
町
、
北
信
合
同
庁
舎
で
の
開
催
は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
他
の
会
場
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

４
事

前
予

約

相
談
を
希
望
さ
れ
る
方
は
、
相
談
会
開
催
の
前
日
ま
で
に
電
話
予
約
を
お
願
い
し
ま
す
。

予
約
電
話
番
号
は
、
下
記
「
５

相
談
の
詳
細
に
つ
い
て
」
に
記
載
の

に
て
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

５
相

談
の

詳
細
に

つ
い
て

詳
細
に
つ
い
て
は
、
下
記
Ｕ
Ｒ
Ｌ
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

６
お

問
い

合
わ
せ

こ
の
こ
と
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ
は
、
以
下
ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

長
野
県

建
設
部

建
設
政
策
課

建
設
業
担
当

コ
ー
ド
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1
/
3
 

長
野
市
手
数
料
条
例

 
新
旧
対
照
表
 

 

改
正
後
 

改
正
前
 

○
長
野
市
手
数
料
条
例
 

○
長
野
市
手
数
料
条
例
 

平
成

1
2
年
３
月

3
0日
長
野
市
条
例
第
２
号
 

平
成

1
2
年
３
月

3
0日
長
野
市
条
例
第
２
号
 

別
表
第
１
（
第
２
条
関
係
）
 

別
表
第
１
（
第
２
条
関
係
）
 

 
１

 
略
 

 
１

 
略
 

２
 
温
泉
法
（
昭
和

2
3
年
法
律
第

1
2
5
号
）
関
係
 

２
 
温
泉
法
（
昭
和

2
3
年
法
律
第

1
2
5
号
）
関
係
 

 
区
分
 

金
額
 

 
 

区
分
 

金
額
 

 

 
(
１

)
～

(
４
)
 
略
 

略
 

 
 

(
１

)
～

(
４
)
 
略
 

略
 

 
 

 
(
５

)
 
温
泉
法
第

15
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
温
泉
の
利
用
の
許

可
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

3
6
,
0
0
0
円
 

 
 

(
５

)
 
温
泉
法
第

15
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
温
泉
の
利
用
の
許

可
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

3
5
,
0
0
0
円
 

 
 

 
(
６

)
 
温
泉
法
第

16
条
第
１
項
又
は
第

17
条
第
１
項
の
規
定
に
よ

る
温
泉
の
利
用
の
許
可
を
受
け
た
地
位
の
承
継
の
承
認
申
請
に

対
す
る
審
査
 

8
,
1
0
0
円
 

 
 

(
６

)
 
温
泉
法
第

16
条
第
１
項
又
は
第

17
条
第
１
項
の
規
定
に
よ

る
温
泉
の
利
用
の
許
可
を
受
け
た
地
位
の
承
継
の
承
認
申
請
に

対
す
る
審
査
 

7
,
9
0
0
円
 

 
 

３
～

1
0
の
２

 
略
 

３
～

1
0
の
２

 
略
 

1
1
 
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
（
昭
和

2
5年
法
律
第

3
0
3
号
）
関
係
 

1
1
 
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
（
昭
和

2
5年
法
律
第

3
0
3
号
）
関
係
 

 
区
分
 

金
額
 

 
 

区
分
 

金
額
 

 

 
(
１

)
 
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
第
４
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
毒

物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

1
5
,
8
0
0
円
 

 
 

(
１

)
 
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
第
４
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
毒

物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

1
5
,
4
0
0
円
 

 
 

 
(
２

)
 
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
第
４
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
毒

物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の
更
新
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 6
,
9
0
0
円
 

 
 

(
２

)
 
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
第
４
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
毒

物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の
更
新
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 6
,
7
0
0
円
 

 
 

 
(
３

)
 
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
施
行
令
（
昭
和

30
年
政
令
第

2
6
1

号
）
第

3
5条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
票
の
書
換
え
交
付

 

2
,
5
0
0
円
 

 
 

(
３

)
 
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
施
行
令
（
昭
和

30
年
政
令
第

2
6
1

号
）
第

3
5条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
票
の
書
換
え
交
付

 

2
,
4
0
0
円
 

 
 

 
(
４

)
 
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
施
行
令
第

3
6
条
第
１
項
の
規
定
に

よ
る
登
録
票
の
再
交
付
 

4
,
1
0
0
円
 

 
 

(
４

)
 
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
施
行
令
第

3
6
条
第
１
項
の
規
定
に

よ
る
登
録
票
の
再
交
付
 

4
,
0
0
0
円
 

 
 

1
2
・

1
3
 
略
 

1
2
・

1
3
 
略
 

1
4
 
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律

（
昭
和

3
5年
法
律
第

1
4
5
号
。
以
下
こ
の
表
の
1
4
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
関
係
 

1
4
 
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律

（
昭
和

3
5年
法
律
第

1
4
5
号
。
以
下
こ
の
表
の
1
4
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
関
係
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2
/
3
 

改
正
後
 

改
正
前
 

 
区
分
 

金
額
 

 
 

区
分
 

金
額
 

 

 
(
１

)
 
法
第
４
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設
の
許
可
の
申

請
に
対
す
る
審
査
 

3
0
,
6
0
0
円
 

 
 

(
１

)
 
法
第
４
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設
の
許
可
の
申

請
に
対
す
る
審
査
 

2
9
,
2
0
0
円
 

 
 

 
(
２

)
 
法
第
４
条
第
４
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設
の
許
可
の
更

新
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

1
1
,
9
0
0
円
 

 
 

(
２

)
 
法
第
４
条
第
４
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設
の
許
可
の
更

新
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

1
1
,
1
0
0
円
 

 
 

 
(
３

)
～

(
８
)
 
略
 

略
 

 
 

(
３

)
～

(
８
)
 
略
 

略
 

 

 
(
９

)
 
法
第

2
4
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬
品
の
販
売
業
の
許

可
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

3
0
,
3
0
0
円
 

 
 

(
９

)
 
法
第

2
4
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬
品
の
販
売
業
の
許

可
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

2
9
,
0
0
0
円
 

 

 
(
1
0
)
 
法
第

2
4
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬
品
の
販
売
業
の
許

可
の
更
新
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

1
1
,
9
0
0
円
 

 
 

(
1
0
)
 
法
第

2
4
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬
品
の
販
売
業
の
許

可
の
更
新
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

1
1
,
1
0
0
円
 

 

 
(
1
1
)
 
法
第

3
9
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
高
度
管
理
医
療
機
器
等

の
販
売
業
又
は
貸
与
業
の
許
可
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

3
0
,
3
0
0
円
 

 
 

(
1
1
)
 
法
第

3
9
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
高
度
管
理
医
療
機
器
等

の
販
売
業
又
は
貸
与
業
の
許
可
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 

2
9
,
0
0
0
円
 

 

 
(
1
2
)
 
法
第

3
9
条
第
６
項
の
規
定
に
よ
る
高
度
管
理
医
療
機
器
等

の
販
売
業
又
は
貸
与
業
の
許
可
の
更
新
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 1
1
,
9
0
0
円
 

 
 

(
1
2
)
 
法
第

3
9
条
第
６
項
の
規
定
に
よ
る
高
度
管
理
医
療
機
器
等

の
販
売
業
又
は
貸
与
業
の
許
可
の
更
新
の
申
請
に
対
す
る
審
査
 1
1
,
1
0
0
円
 

 
 

 
(
1
3
)
 
政
令
第
２
条
の
３
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設
の
許

可
証
の
書
換
え
交
付
 

2
,
1
0
0
円
 

 
 

(
1
3
)
 
政
令
第
２
条
の
３
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設
の
許

可
証
の
書
換
え
交
付
 

2
,
0
0
0
円
 

 
 

 
(
1
4
)
 
政
令
第
２
条
の
４
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設
の
許

可
証
の
再
交
付
 

3
,
0
0
0
円
 

 
 

(
1
4
)
 
政
令
第
２
条
の
４
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設
の
許

可
証
の
再
交
付
 

2
,
9
0
0
円
 

 
 

 
(
1
5
)
 
政
令
第
５
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
製
造
販
売
医
薬

品
の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の
書
換
え
交
付
 

2
,
1
0
0
円
 

 
 

(
1
5
)
 
政
令
第
５
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
製
造
販
売
医
薬

品
の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の
書
換
え
交
付
 

2
,
0
0
0
円
 

 
 

 
(
1
6
)
 
政
令
第
６
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
製
造
販
売
医
薬

品
の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の
再
交
付
 

3
,
0
0
0
円
 

 
 

(
1
6
)
 
政
令
第
６
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
製
造
販
売
医
薬

品
の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の
再
交
付
 

2
,
9
0
0
円
 

 
 

 
(
1
7
)
 
政
令
第

1
2条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
製
造
販
売
医
薬

品
の
製
造
業
の
許
可
証
の
書
換
え
交
付
 

2
,
1
0
0
円
 

 
 

(
1
7
)
 
政
令
第

1
2条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
製
造
販
売
医
薬

品
の
製
造
業
の
許
可
証
の
書
換
え
交
付
 

2
,
0
0
0
円
 

 
 

 
(
1
8
)
 
政
令
第

1
3条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
製
造
販
売
医
薬

品
の
製
造
業
の
許
可
証
の
再
交
付
 

3
,
0
0
0
円
 

 
 

(
1
8
)
 
政
令
第

1
3条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
製
造
販
売
医
薬

品
の
製
造
業
の
許
可
証
の
再
交
付
 

2
,
9
0
0
円
 

 
 

 
(
1
9
)
 
政
令
第

4
5条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬
品
の
販
売
業
又

2
,
1
0
0
円
 

 
 

(
1
9
)
 
政
令
第

4
5条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬
品
の
販
売
業
又

2
,
0
0
0
円
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3
/
3
 

改
正
後
 

改
正
前
 

は
高
度
管
理
医
療
機
器
等
の
販
売
業
若
し
く
は
貸
与
業
の
許
可

証
の
書
換
え
交
付
 

は
高
度
管
理
医
療
機
器
等
の
販
売
業
若
し
く
は
貸
与
業
の
許
可

証
の
書
換
え
交
付
 

 
(
2
0
)
 
政
令
第

4
6条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬
品
の
販
売
業
又

は
高
度
管
理
医
療
機
器
等
の
販
売
業
若
し
く
は
貸
与
業
の
許
可

証
の
再
交
付
 

3
,
0
0
0
円
 

 
 

(
2
0
)
 
政
令
第

4
6条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬
品
の
販
売
業
又

は
高
度
管
理
医
療
機
器
等
の
販
売
業
若
し
く
は
貸
与
業
の
許
可

証
の
再
交
付
 

2
,
9
0
0
円
 

 
 

1
5
～

1
8
 
略
 

1
5
～

1
8
 
略
 

備
考

 
略
 

備
考

 
略
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日
行
連
発
第
４
２
１
号

 

令
和
７
年
７
月
１
４
日

 

各
単
位
会
長

 
様
 

 

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会

 

会
長
 
宮
本
 
重
則
 

国
際
・
企
業
経
営
業
務
部

 

部
長
 
櫻
田
 
直
己
   

在
留
資
格
「
経
営
・
管
理
」
の
在
留
期
間
更
新
申
請
に
お
け
る
必
要
書
類
の
追
加
に
つ
い
て
（
周
知
）

 

  

今
般
、
出
入
国
在
留
管
理
庁
か
ら
、
在
留
資
格
「
経
営
・
管
理
」
の
在
留
期
間
更
新
申
請
に
お
け
る

必
要
書
類
の
追
加
に
関
す
る
周
知
依
頼
が
あ
り
ま
し
た
の
で
、
添
付
の
と
お
り
お
知
ら
せ
い
た
し
ま

す
。

 

本
件
に
つ
い
て
は
、
日
行
連
会
員
サ
イ
ト
に
て
周
知
い
た
し
ま
す
が
、
各
単
位
会
に
お
か
れ
ま
し
て

は
、
会
員
へ
の
周
知
に
つ
き
ご
協
力
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

 

   【
添
付
】

 

〇
在
留
資
格
「
経
営
・
管
理
」
の
在
留
期
間
更
新
申
請
に
お
け
る
必
要
書
類
の
追
加
に
係
る
周
知
に
つ

い
て
（
依
頼
）
（
令
和
７
年
７
月
９
日
付
・
事
務
連
絡
）

 

〇
「
経
営
・
管
理
」
に
係
る
提
出
書
類
一
覧
（
提
出
書
類
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
）

 

事
務

連
絡

令
和
７
年
７
月
９

日

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会

会
長

殿

出
入
国
在
留
管
理
庁
在
留
管
理
支
援
部
在
留
管
理
課
長

（
公
印
省
略
）

在
留
資
格
「
経
営
・
管
理
」
の
在
留
期
間
更
新
申
請
に
お
け
る
必
要
書
類
の
追
加
に
係

る
周
知
に
つ
い
て
（
依
頼
）

平
素
よ
り
、
出
入
国
在
留
管
理
行
政
に
御
理
解
と
御
協
力
を
賜
り
、
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま

す
。 今
般
、
在
留
資
格
「
経
営
・
管
理
」
の
在
留
期
間
更
新
申
請
時
の
必
要
書
類
と
し
て
、
直
近

の
在

留
期

間
に

お
け

る
事

業
の

経
営

又
は

管
理

に
関

す
る

活
動

内
容

を
具

体
的

に
説

明
す

る

文
書
（
別
添
「
提
出
書
類
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
」
項
番
６
）
の
提
出

を
求
め
る
こ
と
と
し
た
た
め
、

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

な
お
、
本
件
取
扱
い
は
、
本
年
７
月
１
７
日
以
降
の
在
留
期
間
更
新
許
可
申
請
か
ら
適
用
い

た
し
ま
す
。

つ
き

ま
し

て
は

、
貴

会
会

員
の

皆
様

方
へ

の
周

知
に

つ
き

御
協

力
の

ほ
ど

よ
ろ

し
く

お
願

い
い
た
し
ま
す
。

本
件
に
つ
い
て
、
会
員
の
皆
様
に
お
い
て

御
不
明
な
点
等
が
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
最
寄
り
の

地
方
出
入
国
在
留
管
理
官
署
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

添
付
物

提
出
書
類
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト

１
部
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カテゴリー１ カテゴリー２ カテゴリー３ カテゴリー４

在留期間更新許可申請書 ○ ○ ○ ○ □

写真（縦４cm×横３cm）
※申請前６か月以内に正面から撮影された無帽、無背景で鮮
明なもの。
※写真の裏面に申請人の氏名を記載し、申請書の写真欄に貼
付してください。

○ ○ ○ ○ □

パスポート及び在留カード　【提示】 ○ ○ ○ ○ □

直近の年度の決算文書の写し ○ ○ □

直近の在留期間における事業の経営又は管理に関する活動内
容を具体的に説明する文書[任意の様式]
(前回の在留申請時から変更がある場合はその理由の説明を含
む)

○ ○ □

住民税の課税（又は非課税）証明書及び納税証明書（１年間
の総所得及び納税状況が記載されたもの）
※１月１日現在お住まいの市区町村の区役所・市役所・役場
から発行されます。
※１年間の総所得及び納税状況（税金を納めているかどう
か）の両方が記載されている証明書であれば、いずれか一方
でかまいません。

○ ○ □

外国法人の源泉徴収に対する免除証明書その他の源泉徴収を
要しないことを明らかにする資料

○ □

チェック
ボックス

□

所属機関がいずれのカテゴリーに該当するかを証明する文書
※右記の書類の中で、提出可能な書類を提出してください。
※提出可能な書類がない場合は、カテゴリー４に該当するこ
ととなります。

○四季報の写し又は日
本の証券取引所に上場
していることを証明す
る文書（写し）
○主務官庁から設立の
許可を受けたことを証
明する文書（写し）
○高度専門職省令第１
条第１項各号の表の特
別加算の項の中欄イ又
はロの対象企業（イノ
ベーション創出企業）
であることを証明する
文書（例えば、補助金
交付決定通知書の写
し）
○「一定の条件を満た
す企業等」であること
を証明する文書（例え
ば、認定証等の写し）

○前年分の職員の給与
所得の源泉徴収票等の
法定調書合計表（受付
印のあるものの写し）
○在留申請オンライン
システムに係る利用申
出の承認を受けている
ことを証明する文書
（利用申出に係る承認
のお知らせメール等）

前年分の職員の給与所
得の源泉徴収票等の法
定調書合計表（受付印
のあるものの写し）

「経営・管理」に係る提出書類一覧【カテゴリー１・２・３・４共通】
（在留期間更新許可申請用）

所属機関のカテゴリー提出書類

提出の要否
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７建政号外

令和７年（ 年）７月 日

長野県行政書士会長 様

長野県建設部建設政策課長

建設業許可申請・経営事項審査申請における

電子申請の利用促進について（依頼）

日頃より、経営事項審査の形式審査及び現地相談会に御協力を賜り、厚く御礼

申し上げます。

建設業許可申請・経営事項審査申請における電子申請の利用につきましては、

県のホームページやメールマガジン等により周知しているところですが、一層の

利用促進を図るため、会員の皆様に積極的な利用を呼び掛けていただきますよう

お願いいたします。

なお、電子申請の御利用（ログイン）にあたっては、デジタル庁が提供する「Ｇ

ビズＩＤ」が必要であり、代理申請の場合は、申請者（建設業者）と代理人とも

にＩＤが必要となりますので、この旨の周知もあわせてお願いいたします。

チラシを添付させていただきますので、御活用ください。

また、本件は、別添のとおり建設業関係団体にも依頼しておりますので申し添

えます。

（問合せ先）
担 当 建設政策課 建設業担当 宮川
電 話
ファクシミリ
電子メール
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建設業許可・経営事項審査は

電 子 申 請 が で き ま す ！

会社や自宅
から申請

（郵送代不要）

データ取込
で時間短縮

エラーチェック
でミス防止

添付書類の
簡素化

（手数料の電子
納付で証紙不要）

システムに関するお問合せ先
○JCIP（建設業許可・経営事項審査電子申請システム）ヘルプデスク
電話：０５７０－０３３－７３０／受付時間：平日9:00～17:00

○ＧビズＩＤ ヘルプデスク
電話：０５７０－０２３－７９７／受付時間：平日9:00～17:00

長野県 建設部 建設政策課 建設業担当
電話：０２６－２３５－７３１４／受付時間：平日８:30～17:15

チラシに関するお問合せ先

・事前に「ＧビズＩＤプライム」アカウントの取得が必要
※代理申請の場合は、申請者・代理人ともにIDが必要

・申請方法は、郵送又はオンライン
※オンラインなら最短で即日取得可能
 ※パソコンとスマートフォンのいずれも必要

・一つのIDで複数の行政サービスにログイン可能

こんなメリットが！！

行政庁の受付が完了した書類の印刷が可能
※申請書控えに相当する書類です。
※受付印は印字されません。

こんな機能も！
詳細は
こちら
⇩

スマートフォンからは申請できません。

GビズIDを取得してください

詳細は
こちら
⇩
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。



─ 37 ─

お 知 ら せ

令和7年度行政書士試験のご案内

1 　試験日及び時間　令和 7年11月 9 日（日）　午後 1時〜午後 4時まで 

2 　試験会場
　　ＪＡ長野県ビル　長野市南長野北石堂町１１７７－３
　　松本歯科大学　　塩尻市広丘郷原１７８０

3　受験手数料　１０，４００円
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７長行第 80 号 
令和７年７月 4 日 

 
会員の皆様へ 

                           長野県行政書士会 
会        長 和田 英幸 
ＡＤＲセンター長 渡邊 博昭 

 
 
特特定定のの紛紛争争にに関関すするる相相談談のの長長野野県県行行政政書書士士紛紛争争解解決決セセンンタターーへへののごご誘誘導導ににつついいてて  

【【ごご協協力力ののおお願願いい】】  
 
 
平素は、当センターの運営に格別のご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、会員の皆様が市民の方々から日々お受けになる相談の中には、当事者間の話し合いによ

る円満な解決が望ましい事案も多く含まれていることと存じます。 

つきましては、ご相談の内容が下記に記載する紛争に関するものである場合には、当「長野

県行政書士紛争解決センター」をご紹介いただき、ご相談者を誘導してくださいますようお願

い申し上げます。 

当センターは、法務大臣の認証を受けた裁判外紛争解決機関（ADR）です。専門の研修を受

けた行政書士が調停員として、中立公正な立場で当事者の間に入り、話し合いによる円満な解

決のお手伝いをいたします。 

何卒、本趣旨をご理解いただき、ご協力賜りますようお願い申し上げます。 

記 
 
 

【【セセンンタターーへへごご誘誘導導ををおお願願いいししたたいい紛紛争争分分野野】】（別紙「ＡＤＲチラシ」参照）  

1. 外国人に関する紛争 
（例：就労、就学、労働環境、教育環境などに関するトラブル） 

2. 自転車事故に関する紛争 
（例：自転車同士、または自転車と歩行者との事故に関するトラブル） 

3. 愛護動物（ペット等）に関する紛争 
（例：ペットの売買、譲渡、近隣との間のトラブルなど） 

4. 居住用賃貸建物の敷金返還または原状回復に関する紛争 
（例：退去時の敷金返還や原状回復費用の負担に関するトラブル） 

 

お問い合わせは長野県行政書士会事務局（℡０２６－２２４－１３００） 
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７長行第 87号 

 令和７年７月 23日 

長野県行政書士会 

個人会員・法人会員 各位 

長野県行政書士会 

会      長 和田英幸 

広報業務対策部長 濵 靖彦 

 

会員名簿掲載内容の確認について 

 

 標記の件について、本会では今年度令和７年度版会員名簿を作成し、本会ホームペ

ージの会員専用ページに掲載いたします。 

 つきましては、会員名簿への掲載内容について全会員に確認したいと思いますので、

下記の欄に記入の上、本会事務局へ８月 15 日までにＦＡＸ又はＥメールにてご連絡

ください。（連絡が無い場合は、これまでに本会に報告されている情報を掲載します。） 

本会事務局 ＦＡＸ０２６－２２４－１３０５ 

 Ｅメール  gn-nagano@gaea.ocn.ne.jp 

なお、この連絡をもって行政書士法第６条の４所定の変更登録申請とは扱いません。 

事務所所在地等を変更した会員は、すみやかに申請することが義務付けられています。 

 

支部名              

氏 名              

 

 

会員番号 

入会年月日 
 
 

 

 登録番号 

 登録年月日 
 
 

 

 氏   名 

 事務所名称 
 
 

 

 〒事務所所在地 

  Eﾒ-ﾙｱﾄﾞﾚｽ 
 
 

 

 電話番号 

 FAX 
 
 

 

主要業務 

 
行政書士以外の 

類似資格 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〒 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※記載上の注意 
主要業務例 
建設…建設業、農地…農地法、廃棄…廃棄物、風営…風営･飲食、国際…国際業務、 
運輸…運輸交通、相続…相続業務、成年…成年後見、法人…法人関連手続 
※※主主要要業業務務はは、、上上記記業業務務例例かからら６６業業務務おお選選びび下下ささいい。。  
 
行政書士以外の類似資格の凡例 
税理…税理士、司法…司法書士、土地…土地家屋調査士、建築…建築士、社会…社会保険労務士、 
宅地…宅地建物取引士、公認…公認会計士、不動…不動産鑑定士、弁理…弁理士、測量…測量士、測補
…測量士補、1 級…1 級建築士 
※※行行政政書書士士以以外外のの類類似似資資格格ににつついいててはは、、従従来来 66 種種記記載載ししてておおりりままししたたがが、、シシスステテムムのの変変更更にによよりり令令和和
33 年年度度版版会会員員名名簿簿よよりり 22 種種記記載載ととななりりまますすののでで、、ごご了了承承下下ささいい。。 
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東信支部事務局移転のお知らせ

本年 5月 2日より、長野県行政書士会東信支部事務局が移転しましたので、お知らせいたし
ます。

移転先　〒384-0808 
　　　　小諸市御影新田2721- 1 　WRビルⅢ 1階103
　　　　井出行政書士事務所内
　　　　事務局長　井出　勇気
　　　　TEL　　0268-25-8720
　　　　E-mail　shinshu.east@gmail.com
　　　　※「電話番号」及び「メールアドレス」に変更はありません。

職務上請求書確認日について（予定）

令和 7年度の職務上請求書確認日（ 8月、 9月の予定）をお知らせいたします。
毎月第 1・第 3木曜日が原則ですが、日程に変更が生じる場合がありますので、ご了承をお
願いいたします。
「職務上請求書払い出しに関する運用」をご確認のうえ、確認日の前日までに事務局へお申
込みください。
なお、確認日は本会ホームページにて公開いたしますので、事前にご確認をお願いいたしま
す。
　　　令和 7年　 8月 7日（木）、21日（木）
　　　　　　　　 9月 4日（木）、18日（木）

斡　旋　物　一　覧

品　　　　名 価　　格 備考

行 政 書 士 徽 章（ネジ） 3,000円 送料実費

行 政 書 士 徽 章（タイタック） 3,000円 　　〃

事 件 簿 用 紙 300円 　　〃

領 収 書 700円 　　〃

戸 籍 謄 本 等 職 務 上 請 求 書
（新様式・A 4版） 800円

「職務上請求書払い出しに関する運用」（別頁掲
載）に基づき払い出しいたします。
送料実費
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職務上請求書払い出しに関する運用について

令和 6年 8月改訂版 

職務上請求書払い出しに関する運用について 

 

日本行政書士会連合会職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関する規則（以下「規則」

という。）第３６条規定に基づき使用済み職務上請求書の確認及び職務上請求書の払出条件

等について次のとおり運用する。 

  

１．職務上請求書払出し（購入）のスケジュール 

役員による内容確認日を原則毎月第１・３木曜日とする。 

その内容確認日の前日までに事務局に郵送または持参されたものについて受付をする。 

役員による確認で問題が無ければ、内容確認日の翌日に払い出しを行う。 

※第１・３木曜日が祝・休日の場合は当該祝・休日の翌事務局執務日を内容確認日とする。

内容確認日の前日が祝・休日の場合は当該祝・休日直前の事務局執務日までに郵送また

は持参されたものについて受付をする。 

 （内容確認日：本会ホームページのカレンダーに掲載） 

※規則第２４条第１項後段に基づき、審査状況により一定期間払出を凍結する場合があ

る。 

  

２．申込み・受取方法及び代金支払い方法 

○申込み方法 
（※使用済み職務上請求書の確認の必要がない場合（新規登録者等）は、即日払出し可

能とする）  
郵送による申込み：レターパックライトまたはプラスにて事務局宛郵送  
来所による申込み：事務局に持参（行政書士証票提示）  
※法人会員は法人名・法人の職印を押印のうえ申込み  
○受取方法  
郵送による受取：返送用レターパックプラス（ライトは不可）を同封すること。事務局

から登録事務所宛送付  
来所による受取：事務局にて行政書士票提示のうえ受取  
○代金支払方法 
郵送による受取：返送用レターパックに同封する郵便振替用紙にて職務上請求書代金

及び返送用 レターパック代金を支払い（同封されていない場合）  
来所による受取：事務局にて現金払い 
 

３．申込時に必要な書類 

・購入申込書 ・誓約書 ・使用済みの職務上請求書  
・日行連が実施する一般倫理研修受講修了証 

令和 6年 8月改訂版 

・来所の場合は行政書士証票、郵送の場合は行政書士証票のコピー  

 

４．購入が出来ない者 

・前月分までの会費について完納されていない者  ・補助者  
・使用人行政書士 ・規則第３５条の購入及び使用の禁止に該当する者 

 

５．使用済み請求書の確認による払出の可否は下記による 

別紙確認表によりチェックを行い、対応方法Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤを選択することとし、各

項目の対応は次のとおりとする。 

Ａ：払出可  

Ｂ：確認役員による電話等で注意・確認を行い問題なければ払出可 

電話等で十分な確認ができないと思われる場合はＣに移行 

Ｃ：理由書・追加書類の提出を求め、注意・確認を行い問題なければ払出可 

問題があると思われる場合はＤに移行 

Ｄ：不正または重大な過誤が懸念されるため呼出により役員による聴取を行い問題なけ

れば払出可、問題があれば綱紀案件に移行 

  

６．この運用に記載のない事項は規則に従う。 

  

この運用は令和６年７月１８日以降の払い出しに適用する。 

 

※※職職務務上上請請求求書書使使用用済済みみ控控ええ確確認認日日はは、、本本会会ホホーームムペペーージジににてて公公開開いいたたししまますす。。  
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誓 約 書 
 

 私（達）は、「戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書（以下「職務上請求書」という。）」

の購入及び使用に際し、以下の事項を誓約します。 

 

１．私（達）が職務上請求書を取り扱う際の誓約 

（１）職務上請求書は、行政書士として職務上必要な請求に限り使用し、これ以外の請求

や、身元調査等人権侵害のおそれがある場合は、使用しません。 

（２）職務上請求書には、日本行政書士会連合会が定めた記入要領に反した記載（記入要

領の定めにより記載することとされた事項を記載しないことを含む。）は行いません。 

（３）職務上請求書には、不実の記載をしません。 

（４）控えは２年間保管し、所属単位会等からの提出要請があれば、これに応じます。 

（５）廃業の届出その他行政書士法第７条の規定により登録が抹消されることとなった場

合又は解散の届出その他行政書士法第１３条の１９の規定により解散することとなっ

た場合は、所属単位会に未使用分の職務上請求書を速やかに返戻します。 

２．私（達）以外の者による職務上請求書の不正使用を防止するための誓約 

（１）職務上請求書は、何人にも譲り渡さず、かつ使用人である行政書士に使用させる場

合又は使者として補助者を用いる場合を除き、他人に使用させません。 

（２）職務上請求書は、盗難、紛失又は毀損を防止するよう適切に管理し、紛失、盗難時

には、速やかに所属単位会に報告するとともに、警察署に届け出ます。 

（３）私（達）の使用人である行政書士又は補助者が、私（達）が購入した職務上請求書

に関して行った行為については、その責任を負います。 

３．上記１又は２に違背することは、行政書士又は行政書士法人の信用又は品位を害し、行政

書士又は行政書士法人たるにふさわしくない重大な非行に該当し、処分を受けるに相当する

ものであることを認識します。 

４．職務上請求書の不適切な取扱いに関して、都道府県知事による懲戒処分又は所属単位会に

よる会則の規定に基づく処分がなされた場合には、以下の措置が取られることについて、何

ら異議を申し立てません。 

（１）所属単位会に未使用分の「職務上請求書」を速やかに返戻し、一定期間新たな購入

ができないこと。 

（２）日本行政書士会連合会が定める方法により、氏名又は法人名称及び処分内容等が一

般国民に対し一定期間公表されること。 

 

日   付 令和  年  月  日 所属単位会             会 

登録（法人）番号  会員番号   

氏名（法人名称） 職印 

＜以下、単位会記入欄＞ 

払出し管理番号  

 

様様式式第第33号号（（第第2222条条関関係係））  
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会員専用ページのID・パスワードについて

本会ホームページの研修会情報、業務資料等が掲載されている「会員専用ページ（会員への
お知らせ）」を閲覧するためには、ログイン用の「ユーザー名（ID）」と「パスワード」が必
要になります。会員登録していただきますと、会報発行のお知らせ、研修情報等が登録のメー
ルアドレスへ自動配信され、研修会の申し込みが可能となりますので、ぜひご登録をお願いい
たします。

0. 初回ログイン

パスワードは全員共通しているため、初回ログイン時はパスワードの再設定が必要になります。

11..会会員員専専用用ペペーージジ

22..会会員員仮仮登登録録ペペーージジ

３３..パパススワワーードド再再登登録録メメーールル

４４..会会員員本本登登録録ペペーージジ

IDとパスワードを入力します。

受信できるメールアドレスを入力してくだ
さい。
入力したメールアドレス宛に「パスワード
設定」の案内メールが届きます。

パスワード再登録用のアドレスが記載され
たメールが届きます。

[ 再登録アドレス ]
クリックするとパスワード再登録ページが
開きます。

新しいパスワードを入力します。
次回以降、設定したパスワードでログイン
をします。
忘れないように管理してください。

ログインID：会員番号
パスワード：password

※�日行連発行の「登録番号」では
ありません。
　�長野会発行の「会員番号」とな
りますので、会員証をご確認く
ださい。
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□デジタル推進特別委員会研修会
（jGrants 代理申請体験会）

1　と　　き　令和 7年 3月 14 日（金）
2　と こ ろ　長野市、会館
3　出 席 者　�土屋委員長、涌井副委員長、大澤

委員、会員 3名
4　研修内容
　�　デジタル庁が設定した架空の補助金制度につ
いて、jGrants デモシステムを使用した代理申
請を行う。
　�　事業者（委任者）、行政書士（受任者）両方
の立場から画面操作を行い、委任・受任の設定
から審査・採択までの流れを確認。
5　講　　師　�デジタル庁担当者（オンライン参

加）

□正副会長会（オンライン）
1　と　　き　令和 7年 3月 21 日（金）
2　出 席 者　�和田会長、荻原、上島、二瓶、松

島各副会長、鈴木総務部長
3　会議事項
　（1）理事会・幹事会の議題について
　（2）その他

□理事会
1　と　　き　令和 7年 3月 25 日（火）
2　と こ ろ　長野市、会館
3　出 席 者　�和田会長、荻原、上島、二瓶、松

島各副会長、渡邊、土屋、五味、
吉田、木下、小野、友渕、三浦、
鈴木、良川、涌井、大前各理事、
奈良木綱紀委員

4　会議事項
　（1）令和 6年度決算見込みについて
　（2）�令和 7 年度事業計画（案）及び予算（案）

について
　（3）会長選任規則の改正について

　（4）補助者規則の改正について
　（5）�監事及び綱紀委員の定数と選出について（内

規）の改正について
　（6）綱紀案件について
　（7）�丁種封印業務における事務協力費の徴収に

ついて
　（8）その他

□表彰選考会議（オンライン）
1　と　　き　令和 7年 4月 8日（火）
2　出 席 者　�和田会長、荻原、上島、二瓶、松

島各副会長
3　会議事項
　（1）令和 7年度表彰者の選定について
　（2）その他

□関東信越税理士会長野県支部	
連合会西山利昭会長お別れの会

1　と　　き　令和 7年 4月 14 日（月）
2　と こ ろ　�長野市、ホテルメトロポリタン長

野
3　出 席 者　和田会長

□決算監査
1　と　　き　令和 7年 4月 15 日（火）
2　と こ ろ　長野市、会館
3　出 席 者　�藤森、小林各監事、和田会長 ･政

連会長、鈴木総務部長
4　監査執行状況
　�　令和 6年 12 月 1 日から令和 7年 3月 31 日ま
での業務推進状況及び、一般会計、斡旋物特別
会計の収入・支出状況について、並びに長野県
行政書士政治連盟の収入・支出状況について、
関係帳簿、証拠書類、預金通帳等により監査が
行われた。
　�　監査結果については、4 月 17 日開催の理事
会及び幹事会で監事から適正に処理されている
旨報告がなされた。

会 議 報 告
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□理事会
1　と　　き　令和 7年 4月 17 日（木）
2　と こ ろ　長野市、会館
3　出 席 者　�和田会長、荻原、上島、二瓶各副

会長、渡邊、土屋、五味、小野、
友渕、三浦、鈴木、良川、涌井、
大前各理事、藤森、小林各監事

4　会議事項
　（1）�令和 6年度事業報告及び決算について（監

査報告）
　（2）�令和 7年度事業計画（案）と予算（案）に

ついて
　（3）令和 7年度表彰者の決定について
　（4）�令和 7年度定時総会等の進行計画（案）に

ついて
　（5）日行連定時総会代議員の選任について
　（6）その他

□長野県弁護士会役員就任披露宴
1　と　　き　令和 7年 4月 22 日（火）
2　と こ ろ　長野市、長野ホテル犀北館
3　出 席 者　和田会長、二瓶ADRセンター長

□選挙管理委員会
1　と　　き　令和 7年 4月 28 日（月）
2　と こ ろ　長野市、会館
3　出 席 者　�常盤委員長、古谷副委員長、大槻、

木場、長田各委員
4　会議事項
　（1）令和 7年度会長選挙立候補者について
　（2）会長選挙事務について
　（3）その他

□東信支部総会
1　と　　き　令和 7年 5月 2日（金）
2　と こ ろ　上田市、上田高砂殿
3　出 席 者　和田会長

□伊那支部総会
1　と　　き　令和 7年 5月 2日（金）
2　と こ ろ　伊那市、高遠さくらホテル

3　出 席 者　上島副会長

□長野支部総会
1　と　　き　令和 7年 5月 9日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　荻原副会長

□中信支部総会
1　と　　き　令和 7年 5月 12 日（月）
2　と こ ろ　�松本市、松本市勤労者福祉セン

ター
3　出 席 者　和田会長

□長野県司法書士会総会
1　と　　き　令和 7年 5月 16 日（金）
2　と こ ろ　長野市、長野ホテル犀北館
3　出 席 者　鈴木総務部長

□（一社）長野県資源循環保全協会
総会

1　と　　き　令和 7年 5月 20 日（火）
2　と こ ろ　�長野市、ホテルメトロポリタン長野
3　出 席 者　和田会長

□静岡会総会
1　と　　き　令和 7年 5月 21 日（水）
2　と こ ろ　浜松市、ホテルコンコルド浜松
3　出 席 者　松島副会長

□総会等運営会議
1　と　　き　令和 7年 5月 23 日（金）
2　と こ ろ　長野市、会館
3　出 席 者　�正副会長、総務部長、総務部員、

小西、原各会員
4　会議事項
　（1）令和 7年度定時総会等の運営について
　（2）その他

□埼玉会総会
1　と　　き　令和 7年 5月 23 日（金）
2　と こ ろ　�さいたま市、ロイヤルパインズホ

テル浦和
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3　出 席 者　荻原副会長

□長野県土地家屋調査士会総会
1　と　　き　令和 7年 5月 23 日（金）
2　と こ ろ　大町市、立山プリンスホテル
3　出 席 者　和田会長

□一日合同行政相談所
1　と　　き　令和 7年 5月 27 日（火）
2　と こ ろ　�松本市、松本市勤労者福祉セン

ター
3　出 席 者　中信支部友渕大会員

□群馬会総会
1　と　　き　令和 7年 5月 27 日（火）
2　と こ ろ　前橋市、前橋商工会議所会館
3　出 席 者　和田会長

□神奈川会総会
1　と　　き　令和 7年 5月 28 日（水）
2　と こ ろ　横浜市、ロイヤルホールヨコハマ
3　出 席 者　和田会長

□山梨会総会
1　と　　き　令和 7年 5月 29 日（木）
2　と こ ろ　甲府市、ベルクラシック甲府
3　出 席 者　上島副会長

□千葉会総会
1　と　　き　令和 7年 5月 31 日（土）
2　と こ ろ　�千葉市、アパホテル＆リゾート東

京ベイ幕張
3　出 席 者　和田会長

□正副会長会（あいさつ廻り）
1　と　　き　令和 7年 6月 6日（金）
2　出 席 者　�和田会長、荻原、上島、二瓶、三

浦各副会長
3　会議事項
　（1）行政書士会の人事について
　（2）その他

□長野県社会保険労務士会総会
1　と　　き　令和 7年 6月 12 日（木）
2　と こ ろ　長野市、メトロポリタン長野
3　出 席 者　荻原副会長

□日行連定時総会
1　と　　き　令和7年 6月 19日（木）、20日（金）
2　と こ ろ　東京都、東京プリンスホテル
3　出 席 者　�和田会長、荻原、上島、三浦各副

会長、鈴木、涌井各理事

□日行連関地協会長会
1　と　　き　令和 7年 6月 26 日（木）
2　と こ ろ　前橋市、前橋商工会議所会館
3　出 席 者　和田会長
4　議　　題
　（1）令和 6年度事業報告及び決算報告について
　（2）�令和 7年度事業計画（案）及び収支予算（案）

について
　（3）�市民法務業務連絡会設置規程の一部改正

（案）について
　（4）その他の事項

□理事会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�和田会長、荻原、上島、三浦各副

会長、栁澤、木村、濵、吉田、友
渕、八幡、山本、平林、鈴木、涌
井、良川、藤澤各理事

4　会議事項
　（1）令和 7年度事業方針について
　（2）部長、副部長、部員の選任について
　（3）�長野県行政書士会旅費規程の一部改正（案）

について
　（4）その他

□合同会議
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�正副会長、理事、綱紀委員、各部
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員、各委員
4　会議事項
　（1）部長、副部長、部員等への委嘱書の交付

□総務部会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�和田会長、友渕部長、藤井副部長、

小山、小泉各部員
4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画について
　（2）その他

□農林建設部会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　上島副会長、藤森部長、藤澤部員
4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画について
　（2）その他

□運輸交通部会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�上島副会長、中塚部長、原、山本、

良川各部員
4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画について
　（2）その他

□国際部会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�三浦副会長、八幡部長、吉田、ダ

グラス、和田各部員
4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画について
　（2）その他

□環境生安部会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21

3　出 席 者　�荻原副会長、栁澤部長、和田副部
長、朝倉、岡本各部員

4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画について
　（2）その他

□研修部会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�荻原副会長、鈴木部長、大澤副部

長、平林部員
4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画及び予算について
　（2）特定行政書士法定研修について
　（3）新規登録者必須研修会について
　（4）その他

□法務部会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　木村部長、木下副部長、藤井部員
4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画について
　（2）その他

□広報業務対策部会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�和田会長、濵部長、井上副部長、

原部員
4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画及び予算について
　（2）会報 168 号について
　（3）会員名簿の発行について
　（4）行政書士制度広報月間について
　（5）その他

□ADRセンター会議
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�渡邊センター長、深澤副センター

長、涌井運営委員
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4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画及び予算について
　（2）その他

□外国人材受入企業サポートセン
ター会議

1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�三浦副会長、吉田センター長、八

幡副センター長、ダグラス、和田
各部員

4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画について
　（2）その他

□デジタル推進特別委員会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�和田会長、涌井委員長、土屋副委

員長、朝倉、大澤、原、友渕各委
員

4　会議事項
　（1）令和 7年度事業計画について
　（2）その他

□綱紀委員会
1　と　　き　令和 7年 6月 27 日（金）
2　と こ ろ　長野市、ホテル国際 21
3　出 席 者　�小林副委員長、東谷職務代理者、

渡邊、小口各委員

4　会議事項
　（1）�綱紀委員長、副委員長、職務代理者の互選

について
　（2）その他

□農林建設部会
1　と　　き　令和 7年 7月 8日（火）
2　と こ ろ　長野市、会館
3　出 席 者　�上島副会長、藤森部長、木場副部

長、田村、藤澤各部員
4　会議事項
　（1）関東地方協議会連絡会について
　（2）今年度の事業について
　（3）その他購入

□令和7年度行政書士試験実施に
係る説明会

1　と　　き　令和 7年 7月 11 日（金）
2　と こ ろ　東京都、全国町村議員会館
3　出 席 者　荻原、上島各副会長
4　議　　題
　（1）試験実施に係る連絡事項等について
　（2）質問書に対する回答について
　（3）質疑応答

□一日合同行政相談所
1　と　　き　令和 7年 7月 15 日（火）
2　と こ ろ　上田市、上田市中央公民館
3　出 席 者　東信支部栁澤誠会員
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このたび、長野県行政書士政治連盟の会長として 2期目の任を拝命いたしました。
さて、「行政書士法の一部を改正する法律案」が今国会で可決・成立いたしました。今回の
改正は、各党の行政書士制度推進議員連盟および懇話会の関係議員の皆様の多大なるご尽力に
より、国会議員の皆様の深いご理解とご支援を賜り実現したものです。日頃から地元選出の国
会議員との良好な関係構築に努め、選挙応援に参画された皆様の努力の賜物であり心より感謝
申し上げます。
この法改正の令和 8年 1月 1日施行に向け、会則や規則の整備など必要な措置が講じられま
す。本連盟は日行連・日政連と共に、行政書士制度のさらなる発展のために全力で取り組んで
まいりますので、会員の皆様におかれましては、一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。
私たち行政書士は、その資格をもとに業務を行い、生活の糧としています。その使命は、国
民と行政の橋渡し役として、国民の権利を擁護し、義務の履行を支援することです。本会の要
請を受け、関係法令の改正や行政手続・窓口業務の改善に向けて、行政機関への働きかけ、国
会議員や地方議員への要望活動を総会・幹事会で審議の上、実施しております。
今回の法改正により、行政書士の使命やデジタル社会の進展を踏まえた職責が明確になりま
した。特定行政書士の業務範囲の拡大は、不服申立ての代理手続の件数増に寄与する一方、業
務依頼に応えるため、より一層の実務研修が求められます。また、両罰規定の整備により行政
書士法人の責任も重くなります。
兼業士業の会員の皆様におかれましては、行政書士会と他士業との関係について、各士業の
立場を尊重しながら良好な関係を築いていくことが大切です。本会と政治連盟が士業間の横の
つながりを強化し、協力し合える環境を整えていきたいと考えております。
政治連盟の活動は、行政書士業務に従事するすべての会員にとって利益のあるものです。そ
の活動資金となる会費の納入にご理解とご協力をお願い申し上げます。一方で、会費の使途は
幹事会で報告され、監事の監査を受けながら適切に管理されることが政治連盟としての責務で
す。今後も慎重に活用してまいります。
長野県行政書士政治連盟の活動に、会員の皆様のご理解を賜り、会員全員の皆様からの会費
納入をいただければ幸いです。これからも国民の信頼に応え、業務を円滑に進められる環境整
備と行政書士会のさらなる発展のため、本会と連携して活動してまいります。今後ともご協力
のほど、よろしくお願い申し上げます。

長野県行政書士政治連盟のページ

長野県行政書士政治連盟会長就任のご挨拶

長野県行政書士政治連盟

会長　和田　英幸
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定期大会開催報告
令和 7年度定期大会が 5月 30 日（金）午後 3時 10 分より、長野市のホテル国際 21 で開催
されましたのでご報告いたします。

1　司　　　　会　藤井総務部員

2　正副議長　議　長　原　　満輝代議員（飯田支部）
　　　　　　　副議長　小西　　勝代議員（長野支部）

3　議事録署名人　藤澤　槙佑代議員（長野支部）、和田　仁代議員（長野支部）

4　議案審議
　第1号議案　令和6年度事業報告	 賛成多数により可決承認されました。
　第2号議案　令和6年度決算報告	 賛成多数により可決承認されました。
　第3号議案　令和7年度運動方針（案）	 賛成多数により可決承認されました。
　第4号議案　令和7年度予算（案）	 賛成多数により可決承認されました。
　第5号議案　役員の選任	 下記の者が選任されました。（敬称略）

　会　長
　　長野支部　和田　英幸

　副会長
　　東信支部　荻原　政吉
　　諏訪支部　上島　　聡
　　中信支部　三浦　洋子

　幹事長
　　伊那支部　二瓶　裕史

　幹　事
　　東信支部　土屋　勝浩　栁澤　　誠
　　諏訪支部　木村　和彦　濵　　靖彦
　　伊那支部　吉田　靖史
　　飯田支部　木下　　茂
　　中信支部　友渕　　大　八幡　徳広
　　　　　　　山本　博史　平林　節子
　　長野支部　鈴木　　潤　涌井　史明
　　　　　　　良川　泰章　藤井　槙佑

　会計監事
　　飯田支部　宮島　裕一
　　中信支部　小野　清仁

長野県行政書士政治連盟のページ

開会のことば（荻原副会長）

新正副会長・幹事長
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隣接士業政治連盟懇談会

長野県行政書士政治連盟
幹事長　二瓶　裕史

令和 6年度における事業の締めくくりとして、令和 7年 3 月 28 日 16 時から、油や（長野
市）にて「隣接士業政治連盟懇談会」が開催されました。

本懇談会は、本会と友誼団体である長野県
税理士会・長野県社会保険労務士会のそれぞ
れ政治連盟役員が一堂に会し、それぞれの団
体特有の課題から共通の課題までの情報交換
を行う場として毎年開催されています。

各政治連盟から、活動報告や課題などが挙
げられました。挙げられた課題としては、
「組織率が低い」「政治離れが顕著である」
「どのような活動をしているか分かってもら
えない」「新入会員に声を掛けているが加入
率が上がらない」などがあり、それぞれの立場から意見を交わしました。今後の組織運営につ
いて多くの気づきをいただきました。

引き続き 17 時半からは、懇親を深めるための会が催され、忌憚のない交流・意見交換が行
われました。

長野県行政書士政治連盟のページ

和田会長あいさつ
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会 員 の 動 き
※個人情報保護のため掲載事項を省略いたしました。
─入会者─
個人会員

所属支部 入会登録
年 月 日 氏　　名 事務所

（市町村名のみ） 所属支部 入会登録
年 月 日 氏　　名 事務所

（市町村名のみ）
長野支部 7. 4. 2 野村　晋司 中野市 長野支部 7. 4. 2 大野　耕平 長野市
長野支部 7. 4. 2 宮林　祥子 長野市 長野支部 7. 4. 15 本山　章教 飯山市
中信支部 7. 4. 15 松本　和也 塩尻市 中信支部 7. 4. 15 塚田　　啓 松本市
東信支部 7. 4. 15 岡本　　梓 上田市 諏訪支部 7. 5. 1 玉木　　憲 岡谷市
長野支部 7. 5. 1 髙津　秀彦 中野市 伊那支部 7. 5. 1 三好　　翔 駒ヶ根市
東信支部 7. 5. 1 髙見澤　忠 南佐久郡川上村 長野支部 7. 5. 15 丸山　　聡 中野市
長野支部 7. 5. 15 土田　智之 長野市 長野支部 7. 5. 15 藤﨑　禎治 飯山市
中信支部 7. 5. 15 寺嶋　　駿 安曇野市 中信支部 7. 5. 15 山﨑　功二 松本市
東信支部 7. 6. 1 安江　大輔 佐久市 長野支部 7. 6. 1 堀　　雅博 長野市
長野支部 7. 6. 1 宮川　勝彦 須坂市 中信支部 7. 6. 15 宮林　悠久 大町市
中信支部 7. 6. 15 松澤　浩一 松本市 中信支部 7. 6. 15 米山　善夫 大町市

─退会者─
所属支部 氏　　名 退　会

年月日 所属支部 氏　　名 退　会
年月日 所属支部 氏　　名 退　会

年月日
中信支部 寺島　完次 7. 3. 15 伊那支部 山本　修司 7. 3. 31 東信支部 髙　　裕次 7. 3. 31
諏訪支部 花岡　秀知 7. 3. 31 長野支部 樋口　恵子 7. 3. 31 東信支部 柚木　健二 7. 3. 31
長野支部 石丸　　誠 7. 3. 31 長野支部 小山　朝之 7. 3. 31 長野支部 野路　美徳 7. 3. 31
諏訪支部 濱　　　登 7. 3. 31 長野支部 尾西　浩貴 7. 5. 22 長野支部 坂井　厳司 7. 5. 31
東信支部 小林　弘幸 7. 6. 20 東信支部 小林　陽子 7. 6. 30

─法人会員─
ながの行政書士法人（長野市大字鶴賀田町2144番地 4）・入会年月日 R7. 4. 1
　　　　松本事務所（松本市両島 7番 1号）

ご　逝　去
謹んで、ご冥福をお祈りいたします。

寺　島　健　一　殿（東信）
令和 7 年 2 月

貝　澤　　　久　殿（中信）
令和 7 年 3 月

飯　田　法　子　殿（諏訪）
令和 7 年 4 月

暑中お見舞い申し上げます。
今年も 6月中から30°越えの日が続き、長く厳しい夏になりそうです。皆さま、お元気にお過ご

しのことと思います。そこで、今回の会報夏号の表紙には、北八ヶ岳ロープウェイの写真を選び
ました。標高2,000m級の爽やかな空気感を感じて頂ければ幸いです。
さて、私たち広報業務対策部は、 4人全員が新任となりました。活動内容として、会報の発

行や対外的広報活動・会員名簿の作成・HPの充実等、幅広いものがあります。また、各部会や
各支部の様々な活動を連携協力して会報に掲載する等皆さまの活動に密着した業務もあります。
会員の皆さまには、（新人）広報業務対策部の活動に、アドバイス・お力添えを賜りますよう

よろしくお願いいたします。
� （広報業務対策部長　濵　靖彦）

編 集 後 記
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